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平成３０年３月  

鳥 取 県

県素案を作成しました。 
 
〇 第１回運営協議会提示の素案については、次のとおり修正しています。  

・本文中、赤色は、第１期運営方針から修正したもの（表を除く。）で、 
緑色は、第１回運営協議会（９月４日開催）に提示したものを修正したもの です。 
 

〇 保険料水準の平準化の関係は、今回保留（紫色で表記）です。 
               該当頁：４頁、１８頁、２０頁、２５頁 

第１回運営協議会提示の素案の対象の章  
第４章 保険料（税）の徴収の適正な実施   第４章の２ 資格管理の適正な実施 
第５章 保険給付の適正な実施        第６章 医療に要する費用の適正化の取組 
第７章 市町村が担う事務の効率化の推進 

第２期運営方針の構成について、次の項目を別表とします。 
 

別紙１ 県内市町村別国民健康保険運営状況 

別紙２ 第１期国民健康保険運営方針での合意事項 

別紙３ 第２期国民健康保険運営方針検討経過 

資料５ 
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平成３０年度国保制度改革の概要（都道府県と市町村の役割分担） 

 

 
平成２７年５月に持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する

法律が施行され、国民健康保険制度について、次の見直しがなされました。 
 

 

改革の方向性 
 
１ 運営の 

在り方(総論) 

 
○ 都道府県が、当該都道府県内の市町村とともに、国保の運営を担当 
○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の確保 

等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 
○ 都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、市町村が 

担う事務の効率化、標準化、広域化を推進 
 

 都道府県の主な役割 市町村の主な役割 
 
２ 財政運営 

 
・財政運営の責任主体 

⇒ 市町村ごとの国保事業費納付金の決定 

⇒ 財政安定化基金の設置・運営 
 

 

・国保事業費納付金を都道府県に納付 

 
３ 資格管理 

 
・国保運営方針に基づき、事務の効率化、標
準化、広域化を推進  ※ ４と５も同様 
 

 
･地域住民と身近な関係の中、資格を管理 

(被保険者証等の発行) 
 
４ 保険料の 

決定賦課・徴収 

 
・標準的な算定方法等により、市町村ごとの
標準保険料率を算定・公表 
 

 
・標準保険料率等を参考に保険料率決定 
・個々の事情に応じた賦課･徴収 

 
５ 保険給付 

 
・給付に必要な費用の全額を市町村へ支払い 
・市町村が行った保険給付の点検 
 

 
･保険給付の決定 
･個々の事情に応じた窓口負担減免等 

 
６ 保健事業 

 
市町村へ必要な助言･支援 

 
・被保険者の特性に応じたきめ細かい保
健事業の実施（データヘルス事業等） 
 

 
○ 国民皆保険の実現以来、就労形態の変化、人口構造の高齢化等に伴い、若年層の被用者保険加入が進み、 
国保は年齢構成の高齢化が進行しています。  

（参考） 市町村国保が抱える構造的な課題  （全国等の状況） 
 
１ 年齢構成 

 
・年齢構成が高く、
医療費水準が高い  

 
・65～74 歳の割合：市町村国保（39.5％）、健保組合（3.1％） 
・一人あたり医療費：市町村国保(35 万円)、健保組合(15.4 万円) 

 
２ 財政基盤 

 
・所得水準が低い 
・保険料負担が重い 
・保険料（税）の 
収納率 
・一般会計繰入、 
繰上充用  

 
・一人当たり平均所得：市町村国保（84 万円）、健保組合（211 万円） 

・所得に占める保険料割合：市町村国保（10％）、健保組合（5.8％） 
・全国平均 91.45％  ※ 被用者保険はほぼ 100％（天引きのため） 
 
・法定外繰入額：約 3,800 億円                            

うち、決算補填等の目的：約 3,500 億円 
           繰上充用額：約 900 億円   

３ 財政の安定 
・市町村格差 

 
・財政運営が不安定
になるリスクの高い
小規模保険者の存在 
・市町村間の格差 
 

 
【県内市町村の地域差】   
・一人当たり医療費（R1）    最大:    552 千円 （江府町） 

                    最小：   364 千円 （智頭町） 

・一人当たり所得(H30)       最大：   770 千円 （北栄町） 

      最小：   367 千円 （江府町） 

・一人当たり調定額（R1）    最大:  127,383 円 （日吉津村）  

最小：  89,245 円 （伯耆町）  

・保険料収納率（R1）      最大：    98.5％ （北栄町） 

最小：    93.6％ （鳥取市） 

・前期高齢者の割合(R1)       最大：    62.2％ （日野町） 

     最小：    47.6％ （北栄町）  

概要－１ 



第２期鳥取県国民健康保険運営方針の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
１ 策定の目的 

県と市町村が一体となり保険者の事務を共通認識 
の下で実施するよう、県内統一的な国保運営方針を策 
定する。  

２ 策定の根拠規定 
国民健康保険法第８２条の２                        

３ 運営方針の対象期間 
令和３年４月～令和６年３月 （３年間）  

４ PDCA サイクルの確立 
・毎年度、県国保運営協議会に報告・評価 

・見える化の推進 

・保険料水準平準化のための KPI 設定（地域差の解消）  
５ 運営方針の見直し  
６ 運営方針の公表  
７ 各種計画との整合性  
８ 第１期運営方針の取組状況  ※ 新設  

・平成３０年度国保制度改革は、大きな混乱もなく 
ひとまず順調にスタートを切り、新制度の定着や国 
保財政の安定化に向け、県と市町村が連携して運営 
を行っている。  
・納付金について、医療費指数を反映させない取扱 
いは、影響を考慮して、その実施時期及び段階的な 
対応などを検討中  
・市町村ごとの健康づくりを一層推進する仕組みを 
検討中  

⇒ 県も保険者として保健事業の取組を一層推 
進し、健康寿命の延伸と医療費の適正化につな 
げることを目的として、市町村支援のための県 
保健事業を実施  

９ 主な見直し内容  ※ 新設  
・県の取組の他、市町村の取組を規定 

⇒ ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルの確立 
⇒ 見える化の推進  

・保険者努力支援制度で評価される項目に重点的に取 
り組み、県国保財政の強化  
・「納付金算定方法の統一」と「保険料水準の平準化」 
を図る。  
・収納率目標から２％を超えた収納率を達成した市町 
村に交付金の追加交付 （将来目標： ９７％）  
・資格管理の適正化の章を設け、国の指針に準拠した 
適正な事務執行の推進  
・費用対効果の視点で事務の標準化の検討を行うこと 
の明記  
・県データヘルス計画による県・市町村保健事業の見 
直し 

一 基本的事項 

概要－２ 

 
１ 医療費の動向と将来の見通し 
（１）保険者及び被保険者等の状況 

（２）医療費の動向  
２ 財政収支の改善 
（１）市町村国保財政運営の現状 

（２）国保財政運営の考え方 

（３）県国保特別会計の考え方  
３ 赤字解消・削減の取組、目標年次等 
（１）解消・削減すべき赤字の定義等 

（２）赤字解消・削減の取組  
４ 財政安定化基金の運用 
（１）財政安定化基金の設置 

（２）市町村の財政調整基金 

（３）財政安定化基金の運用の基本的な考え方 

（４）激変緩和への活用  
５ 保険者努力支援制度を活用した財政基盤の

強化 
  国交付金による納付金賦課の総額引き下げ 

二 国保の医療に要する費用 
及び財政の見通し 

 
１ 基本的考え方 ※ 新設 

第１期運営方針の取組状況と国ガイドラインを 
踏まえ、保険料水準平準化の取組を更に進める。 

  

２ 納付金の算定方法  
国のガイドラインに示された算定方式を基本と 

し、納付金の額は、県全体の保険給付費の見込みを 
立て、市町村ごとの医療費水準や所得水準を考慮し 
て配分額を決定する。  

３ 保険料（税）水準のあり方 
（１）基本的な考え方 

将来的な保険料率の統一化については、市町 
村の具体の意見を伺い、その合意事項について 
は県国保運営協議会に諮る。  

（２）保険料（税）の現状  
４ 標準保険料率の算定方法  

県が行う市町村標準保険料率の算定方法は、国 
のガイドラインに示された算定方式を基本として
算定する。 

三 納付金及び標準的な 
保険料(税)の算定方法 

《理念》  国民皆保険と持続可能な国保制度の堅持 



 
 
 

 

 

 

 

 

 
１ 保険給付の現状 
（１）療養の給付 

（２）療養費等の支給 

（３）その他  
２ 保険給付の適正化対策 
（１）療養の給付 

・県の取組 
広域的な観点での保険給付の点検   
レセプト点検の充実強化 

・市町村の取組 

レセプト点検の充実強化 

（２）療養費等の支給 

以下の項目について、県・市町村の取組を規定 
・海外療養費及び海外出産に係る出産育児一時金 
・柔道整復師の施術  

３ その他 
（１）第三者求償の取組強化 

（２）大規模な不正請求事案への対応 

（３）高額療養費の多数回該当の取扱い 

 
１ 取組の方向性  ※ 新設 
（１）市町村の健康づくりへの取組評価・促進策 

（２）データヘルスの推進 

・県データヘルス計画の策定 

⇒ 県国保全体の保健事業の指針 

・県・市町村の取組を規定 

（３）適正化に資する取組に対する財政支援等 

２号交付金、国交付金（ヘルスアップ事業）を活用 

（４）医療費適正化計画との関係 

    ⇒ 健康寿命の延伸と適正化対策の推進。地域差の解消  
２ 健康の保持増進の推進 

以下の項目ごとに、現状、県・市町村の取組を規定 
 

（１）特定健康診査及び特定保健指導 

（２）糖尿病性腎症の重症化予防 

（３）その他の生活習慣病に係る重症化予防 

（４）重複服薬・多剤投与対策の推進 

（５）医療費通知の実施 

（６）広く被保険者に対して行う予防・健康づくり 

（７）たばこ対策 

（８）高齢期における口腔の健康づくり 

（９）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施  
３ 適切な医療の効率的な提供の推進 

以下の項目ごとに、現状、県・市町村の取組を規定 
 

（１）適正受診の推進 

（２）後発医薬品の普及促進 

（３）重複受診や頻回受診等に係る適正受診の指導 

 
１ 推進方針 

費用対効果を考慮し、市町村事務の効率化に資するも 
のを優先的に検討  

２ 第１期運営方針での合意事項  
３ 第２期運営方針で検討する項目 
（１）費用対効果を考慮し、市町村事務の効率化に資する 

ものを優先的に検討 

（２）事業実施の方法の考え方 

県データヘルス計画で保健事業の実施方法を検討 

⇒ 市町村単独実施、圏域実施、県実施、委託実施 

 
１ 保健医療サービス及び福祉サービス等との連携 
  他の保険（後期高齢、被用者保険、介護保険等）との連

携  
２ 生活困窮自立支援制度との連携      ※ 新設  
３ 市町村・国保連合会との連携 

六 医療に要する費用の適正化の取組 

七 市町村が担う事務の効率化の推進 

八 保健医療サービス及び福祉サービス 
に関する施策との連携 

九 市町村相互間の連絡調整 

五 保険給付の適正な実施 

概要－３ 

 
１ 保険料（税）徴収の現状 

・県内市町村の平均収納率は 94.81%（令和元年度） 

と上昇傾向にある。 
⇒ 市町村ごとの収納率は、町村部が高く、市部は低
い傾向にある。  

２ 収納対策 
・収納不足に対する要因分析と収納率目標の設定 
⇒ 収納率の向上を図るため、次表の「保険者規模別収 

納率」と「標準的収納率」（市町村の直近３か年の平 
均）のいずれか高い率を毎年度の「収納率目標」と 

する。 （将来目標：９７％）  
年間平均一般被保険者数 保険者規模別収納率 

５千人未満 ９５％ 

５千人以上～３万人未満 ９３％ 

３万人以上 ９１％ 

  ※「広域化等支援方針」の収納率目標を準用 
 

・県の取組 

・市町村の取組 

四 保険料（税）の徴収の適正な実施 

 
※ 新設 

１ 資格管理の現状  
２ 資格管理の適正化対策 

・県の取組 

・市町村の取組 

四の２ 資格管理の適正な実施 
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（参考１）国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議 

（国保基盤強化協議会）平成２７年２月１２日合意   
１ 公費拡充等による 
財政基盤の強化 

  
・毎年約３,４００億円の財政支援の拡充等により財政基盤を強化 
・医療費の適正化に向けた取組、保険料の収納対策等を一層推進し、財政基盤を強
化   

２ 運営の在り方の見 
直し（保険者機能の強化） 

 
・平成３０年度から、都道府県が、当該都道府県内の市町村とともに国保の運営を
担う。 

 
３ 改革により期待さ
れる効果  

 
・小規模な保険者の多い従来の国保について、その運営の安定化を図り、全国の自
治体において、今後も国保のサービスを確保し、国民皆保険を堅持   

４ 今後、更に検討を進
めるべき事項 

 
・高齢化の進展等に伴い今後も医療費の伸びが見込まれる中、国保制度を所管する
厚生労働省は、持続可能な国保制度の堅持に最終的な責任を有している。 
国民皆保険を支える国保の安定化を図ることはきわめて重要な課題であり、その

在り方については、不断の検証を行うことが重要である。その際には、地方からの
提案についても、現行制度の趣旨や国保財政に与える影響等を考慮しながら、引き
続き議論していく。  
・今回の改革後においても、医療費の伸びの要因や適正化に向けた取組の状況等を
検証しつつ、更なる取組を一層推進するとともに、医療保険制度間の公平に留意し
つつ、国保制度の安定的な運営が持続するよう、都道府県と市町村との役割分担の
在り方も含め、国保制度全般について必要な検討を進め、当該検討結果に基づき、
所要の措置を講じる。  

 

【国保制度改革の変遷】 
 
 平成２０年４月： 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年６月）の施行により、旧老人保健法が 

高齢者の医療の確保に関する法律と改称される等、次の改正が行われた。  
・保険財政共同安定化事業の創設 
・後期高齢者（７５歳以上）を対象とした後期高齢者医療制度の創設 
・前期高齢者（６５～７４歳）の医療費に係る財政調整制度の創設 
・医療費適正化の総合的な推進 
・医療費適正化計画の策定、保険者に対する一定の予防検診の義務づけ（特定健診・特定保健指導） 

 
平成２２年５月： 医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一部を改正する法律により、 

次の改正が行われた。  
・都道府県は、国民健康保険事業の運営の広域化又は国民健康保険の財政の安定化を推進するため 
の当該都道府県内の市町村に対する支援の方針（広域化等支援方針）を定めるこができること。 

 
平成２４年４月： 国民健康保険法の一部を改正する法律により、次の改正が行われた。  

・平成２２年度から平成２５年度までの暫定措置である国保財政基盤強化策（保険者支援制度及び 
都道府県単位の共同事業（高額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業））の恒久化 
・保険財政共同安定化事業について、事業対象を全ての医療費に拡大 
・都道府県の財政調整機能の強化と保険財政共同安定化事業の基準対象の拡大の円滑な実施等のた 
め、都道府県調整交付金を給付費等の７％から９％に引き上げ 
（これに伴い、国の定率負担は給付費等の３４％から３２％とされた。） 

 
平成２６年３月： 国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針の一部を改正する件（厚生労働省 

告示）により、次の改正が行われた。  
・保険者が、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の 
実施を図るため、保健事業の実施計画（データヘルス計画）を策定し、保健事業の実施及び評価を 
行うこととされた。 

 
平成２７年５月： 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律により、 

主に次のような改正が行われた。  
・国民健康保険の安定化（H３０.４施行） 

⇒ 国保への財政支援の拡充により、財政基盤を強化 
（平成２７年度から約１，７００億円、平成２９年度以降は毎年約３，４００億円） 

⇒ 平成３０年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事 
業の確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

概要－４ 
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（参考２） 医療保険制度の概念図 
 
 

後期高齢者医療保険制度 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

国民健康保険 被用者保険 

市町村 国民健康 
保険組合 

協会けんぽ 健康保険
組合 

共済組合 

 
 

【後期高齢者医療制度との比較】 
 

項目 国保制度 後期高齢者医療制度 

財政責任 県 広域連合 

保険料の 
賦課権 

市町村 広域連合 

保険料・ 
算定方法 

市町村ごとに異なる。  

（参考値：市町村標準保険料率） 

県内統一 

納付金の 
賦課権 

県 

⇒ 国保事業の所要額を算定の上、各市町村の 

 配分方法を決定し賦課 

広域連合 

⇒ 保険料の徴収権がある市町村に賦課 

（市町村は徴収した保険料を納付） 

医療費水準
の取扱い 

・医療費水準を考慮して納付金を算定 

市町村は納付金を考慮して、保険料率を決定
し賦課。 

 
・医療費水準を考慮せず、県内統一の保険料率で保
険料を賦課 
 

財政運営 
 
・財政運営の期間は１年間であるが、市町村の
判断で保険料率の見直しを実施 

・法定外繰入する一般会計あり。 

・給付費等（審査手数料を含む。）は、交付金 
を市町村に交付し市町村が支弁 

 
・財政運営の期間が２年間と法定されており、広域
連合はこの期間単位で保険料率を決定 

・法定外繰入する一般会計なし。 

・後期高齢者医療に要する費用は、広域連合が支弁 

基金 
 
県と市町村に設置 

 
広域連合と県に設置 

公費の 
取扱い 

 
・国等から県に交付。 

  ⇒ 配分方法は、市町村と協議して県が決定 

 
・国等から広域連合に交付 

  ⇒ 広域連合が予算に充当し、執行 

取組方針 
 
・国保運営方針で規定 

 
・広域連合が広域計画等で、市町村の共通の取組方
針等を規定 

減免関係 
 
・市町村が決定 

 
・広域連合が保険料の減免、一部負担金の減免を決
定 

保健事業 
 
・市町村が実施 （取組に市町村間で差あり。） 

 
・広域連合は、原則として市町村に委託実施。  

（取組に市町村間で差あり。） 

 

※ 市町村標準保険料率：将来的な保険料負担の平準化を進めるための指標で、標準的な住民負担の見える化や将 

来的な保険料水準の統一化を図る観点から県が定めるもの  （法第８２条の３） 

 

 

 

 

 

概要－５ 

介護保険 
前期高齢者に係る財政調整制度 
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１ 策定の目的 
 

市町村が運営しているきた国民健康保険制度（以下「市町村国保」という。）は、制度発足以来、約 
半世紀にわたり国民皆保険制度の中核的な役割を担ってきました。 

  しかしながら、当初は農林水産業や自営業を中心としていた被保険者も、現在では全国的に無職者や 
非正規雇用者などの低所得者の割合が増加してきており、財政運営に影響が生じています。また、被保 
険者の年齢構成が高いことから医療費水準が高くなるなどの課題があり、財政運営が不安定になりやす 
いリスクを抱える小規模市町村が多いなど、市町村国保は様々な構造的な課題を抱え、厳しい財政運営 
に迫られている状況がありました。 

  この課題を解消するため、国と地方でそのあり方が協議され、一定の合意を得た後、「持続可能な医 
療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」（平成２７年法律第３１号。以 
下「改革法」という。）が成立しました。、平成３０年４月から施行されました。（施行前の準備行為の 
規定を除く。） 

  この国と地方の合意の中で、国は持続可能な国保制度の堅持に最終的な責任を有しており、国保制度 
の安定的な運営が持続するよう所要の措置を講じることとして、毎年度３，４００億円の財政支援の拡 
充が実施されることとなりました。 

  また、改革法の中で、都道府県の新たな役割として、市町村とともに財政運営を担うことが求められ 
ており、全県の医療費総額を基に県が市町村ごとに納付金を決定し、市町村がその納付金を基に保険料 
（税）を決定する仕組みとなりますなりました。 

  さらに、都道府県と市町村が一体となって、国保に関する事務を共通認識の下に実施するように、 
都道府県が県内の統一的な運営方針である都道府県国民健康保険運営方針を定めることが規定されま
した。この目的を達成するため、本県では、平成３０年３月に第１期の都道府県国民健康保険運営方針
（対象期間：平成３０年４月から令和３年３月まで）を策定しました。 
このたび、第１期の都道府県国民健康保険運営方針（以下「第１期運営方針」という。）の対象期間

が終了することから、この方針での取組を踏まえ、第２期の都道府県国民健康保険運営方針（以下「運
営方針」という。）を策定することとしました。この「鳥取県国民健康保険運営方針」（以下「国保運営
方針」という。）を策定します。 
なお、第１期運営方針の取組状況は８のとおりで、この取組を踏まえ、９のとおり見直しをしていま

す。 
   

２ 策定の根拠規定 
 
  運営方針は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）第８２条の２に基 

づき、鳥取県（以下「県」という。）が策定するものです。 
 

３ 運営方針の対象期間 
 

運営方針の対象期間は、令和３年４月１日から令和６年年３月３１日までの３年間とします。 
 
４ ＰＤＣＡサイクルの確立 
 

 
   運営方針に基づき国保事業を実施するに当たっては、県が行う財政運営の健全性・安定性の確保に向 

けた取組と市町村が担う事業の広域的・効率的な運営に向けた取組を継続的に改善するために、事業の 
実施状況を定期的に把握・分析し、評価を行うことで検証する、いわゆるＰＤＣＡサイクルを循環させ 
る必要があります。 

  現在県は、市町村が行う国保事業の実施状況について、実地に指導・助言を行っていますが、２年に 
１回の指導監督の機会を利用して、引き続き市町村のＰＤＣＡサイクルの実施状況についても確認し、 
指導・助言を行いますうこととします。 

  具体的には、保険料（税）収入の確保対策の実施状況、医療費適正化の取組、保健事業の推進などの 
事業実施の状況を確認することとします。 

  また、県が行う取組の実施状況について、毎年度県国保運営協議会に報告して評価を受け、次年度の 
 取組の改善等につなげます。 

 

 

第１章 基本的事項         《今回提示》 

※ 第１期運営方針 第２章から移動 
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  《市町村の国民健康保険事業運営のサイクル》 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

５４ 運営方針の見直し   
 

運営方針は３年ごとに検証を行い、その内容を見直し、その結果を次期の運営方針に反映することと 
します。 

その検証･見直しの手順については、第１期国保運営方針の策定時と同様に、国保連携会議等での協 
議を経た上で、その合意事項につき県国保運営協議会に諮り、見直しすることとします。 

        なお、対象期間の中途で見直しが必要となった場合も、同様の手順を得た上で運営方針の見直しを 
      行います。 

 
  【具体的な見直しの手順】 
 

 
① 国保連携会議の開催  
  （国保運営方針の記載内容の検証、見直し内容等の具体的な協議）  
      ↓  
② 県による国保運営方針の見直し案の作成   
      ↓  
③ 関係機関への意見聴取 
 
  ・市町村へ意見聴取（法第８２条の２第６項） 
  ・議会への報告･意見聴取 
  ・パブリックコメントの実施 
   
      ↓ 

 
④ 県国保運営協議会で審議、諮問･答申 
 
          ↓ 
 
⑤ 知事による見直し後の国保運営方針の決定 
 
      ↓ 
 
⑥ 見直し後の国保運営方針の公表（法第８２条の２第７項） 
 
      ↓ 
 
⑦ 事務の実施状況の検証、国保運営方針の再見直し  
  （再見直しの手順は、上記①～⑥と同様） 
 

 

６５ 運営方針の公表  
 県は運営方針を定め又は変更したときは、遅滞なく、県ホームページへ掲載することにより公表する 

Plan（計画） 
 
・実施目標の設定 

Action（改善） 
 
・課題の抽出と分析 
・実施目標の見直し等の改善策の
検討 

Do（実施） 
 
・市町村による運営方針に基づいた 
事業実施 

Check（評価） 
 
・県（県国保運営協議会）による 
目標の達成状況の評価 
・県による指導･助言 
・県国保運営協議会での評価 

県による市町村

の実施状況に対

する指導・助言 

※ 第１期運営方針 第９章から移動 
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とともに、市町村等の関係機関に通知することとします。 

 

７６ 各種計画との整合性  
 県は、運営方針の策定、見直しに当たっては、次の計画と可能な限り整合性を図ることとします。 

   併せて、第６章の医療に要する費用の適正化の取組並びに第８章の保健医療サービス及び福祉サービスに 
関する施策との連携においても、整合性を図ります。 
 

・ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）に基づく「県保健医療計画」  
・ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）に基づく「県医療費適正化計画」  
・ 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）に基づく「県健康増進計画」（県健康づくり文化創造プ 
ラン）  

・ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく「県介護保険事業支援計画」 等 
 

名  称 概   要 

県保健医療計画 医療法第３０条の４により、県が医療提供体制の確保を図るための計画を定め

たもの 

県医療費適正化計画 高齢者の医療の確保に関する法律第９条第１項の規定に基づき、厚生労働大臣

が定めた医療費適正化基本方針に即して、県における医療費適正化を総合的かつ

計画的に推進するため、県が定めたもの 

県健康増進計画 

（県健康づくり文化創造プラン） 

健康増進法第８条第１項の規定に基づき、厚生労働大臣が定めた国民の健康の

増進の総合的な推進を図るための基本的な方針に即して、県における住民の健康

の増進の推進するため、県が定めたもの 

県介護保険事業支援計画 介護保険法第１１８条により、３年を１期として県が定めた計画 

 
８ 第１期運営方針の取組状況  

平成３０年度国保制度改革は、大きな混乱もなくひとまず順調にスタートを切り、新制度の定着や国 
保財政の安定化に向け、県と市町村が連携して運営を行っています。 
 その状況は以下のとおりです。  
（１）鳥取県全体の国民健康保険の状況  

令和元年度決算は、全体で５３６.１億円 （Ｈ３０：５５２.０億円）でした。 
また、全市町村が赤字補填目的の法定外繰入を行いませんでした。 

（単位：億円）    
   

保険料部分 
 

公費部分 
 

 前期高齢者 

 交付金 

費目 Ｒ１ Ｈ３０ 費目 Ｒ１ Ｈ３０ 

①財政安定化支援事業 
 

８.４ 
 

８.２  
調整交付金
（国） 

 
４６.９ 

 
４６.２ 

 

 
 
１８１.９ 
 
（Ｈ３０： 

１８３.５） 

②保険者努力支援制度 
 

３.５ 
 

２.８ 

③特別高額医療費共同 

事業・高額医療費負担金 

 
３.９ 

 
４.１ 

④保険料（税） 
 

１０５.５ 
 

１０８.９  
定率 
国庫負担 

 
９８.０ 

 
９９.７ 

 ⑤保険者支援制度 

（保険料の軽減） 

 
１１.３ 

 
１１.４ 

⑥保険料軽減制度 

（低所得者の保険料軽減） 

 
２１.９ 

 
２２.１ 

⑦国交付金（暫定措置分・

特別調整交付金） 

 
１.５ 

 
１.７ 

⑧県基金取崩し額 

（激変緩和措置） 

 
０.２ 

 
０.９  

県繰入金 
 

２６.７ 
 

２６.７ 
 

⑨市町村法定外繰入 

（決算補填目的以外） 

 
１１.０ 

 
１１.４ 

⑩市町村基金繰入金・ 

繰越金（前年度） 

 
１１.７ 

 
２０.３ 

⑪その他 
 
 

３.７ 
 

４.１ 
 
計 

 
１８２.６ 

 
１９５.９ 

 
計 

 
１７１.６ 

 
１７２.６ １８１.９ 

（Ｈ３０： 
１８３.５） 
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（２）鳥取県国民健康保険運営方針に基づく取組の進捗状況について 

平成３０年度から県も保健事業を実施することとなり、主な事業として以下のとおり実施しまし 
た。   

事業名 取  組  状  況 

鳥取県健診受診勧奨セン

ターの運営 

 

令和元年度は１１市町村が参加（平成３０年度は３市町村が参加）し、受診率向上
に寄与した。 

⇒ 令和元年度は、受診勧奨数 8,111 件のうち、1,733 件について実際の受診につながった。 
 

糖尿病性腎症保健指導に

係る専門家派遣事業 

令和元年度から実施し、保健指導対象者の人工透析への移行阻止に寄与した。 
⇒ ２市町村で保健指導実施者４名 

（保険指導を行った者のうち、新規に人工透析に移行した者はなかった。）  
 
（３）今後の課題    
   令和元年度までの取組を踏まえた今後の課題は、以下のとおりです。 
 

項  目 課  題 

保険料水準のあり方 

 

納付金について、将来的には医療費水準を反映させないこととする方向性は全市
町村で概ね合意は得られているが、その時期については様々な意見がある。 

特別医療費助成に係る国庫

負担金減額措置への対応 

地方の自主的な取組を阻害しないよう、減額措置の撤廃を国に求めていくととも
に、撤廃されない場合の減額分に対する補てんについて、引き続き市町村と検討し
ていく必要がある。 

保健事業への取組 市町村ごとの健康づくりへの取組を一層推進する仕組みづくりが必要である。 

 

９ 主な見直し内容 

  第１期運営方針を次のとおり見直ししました。 
 

章 主な変更点 
 
第１章 基本的事項 

 
・市町村の取組を規定することとした。 
・ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルの確立を規定した。 
・見える化の推進を規定した。    

第２章 国保の医療に要する費用及び 
財政の見通し 

 
・保険者努力支援制度で評価される項目に重点的に取り組み、
県国保財政を強化することを規定した。    

第３章 納付金及び標準的な保険料 
(税)の算定方法 

 
・「納付金算定方法の統一」と「保険料水準の平準化」を図る 
ことを規定した。 【一部保留】    

第４章 保険料（税）徴収の適正な 
実施 

 
・収納率目標から２％を超えた収納率を達成した市町村に追加の

交付金を交付することを規定した。 （将来目標：９７％）   
第４の２ 資格管理の適正な実施 

 
・資格管理の適正化の章を設け、国の指針に準拠した適正な事
務執行を推進することを規定した。   

第５章 保険給付の適正な実施 
 
・項目を「療養の給付」と「療養費の支給」に区分し、規定を
整理した。    

第６章 医療に要する費用の適正化の 
取組 

 
・県医療費適正化計画では、「健康の保持増進の推進」と「適切
な医療の効率的な提供の推進」の区分で取組を規定しているが、
第２期国保運営方針においてもこの区分で取組を整理した。 
・県国保全体の保健事業の指針である県データヘルス計画を策
定することを規定した。 
・適正化に資する市町村の取組に対する財政支援等を行うこと
を規定した。    

第７章 市町村が担う事務の効率化の 
推進 

 
・費用対効果の視点で事務の標準化の検討を行うことを明記し
た。 
・県データヘルス計画により県・市町村保健事業の見直しをす
ることを規定した。    

第８章 保健医療サービス及び福祉 
    サービスに関する施策との 

連携  

 
・他の保険（後期高齢、被用者保険、介護保険等）との連携を
進めることを規定した。  

  
第９章 市町村相互間の連絡調整等 

 
・章の名称を変更した。 

 （旧）国民健康保険の健全な運営  
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１ 医療費の動向と将来の見通し 
 
（１）保険者及び被保険者等の状況 
 
   ア 市町村国保の保険者数は以下のとおり、１９市町村で、その他に医師国民健康保険組合がありま 

す。保険者の規模は、財政運営が不安定になるリスクが高いとされる３千人未満の小規模保険者数 
が１０９（うち、１千人未満の市町村は４）、構成比で５２.６４７.４％と、多数を占める状況で 
す。 

 
イ 市町村国保の被保険者は以下のとおり、令和元年度１１７,１３１人平成 28 年度 131,768 人で、 
鳥取県市町村国民健康保険広域化等支援方針策定の翌年度である平成２３年度１５２,８２３人か 
ら３５，６９２21,055 人減少、割合として約２３.４13.7％減少しています。 

     令和元年度の平成 28 年度の国保加入率は２０.９24.0％で、これも減少傾向にあります。 
          また、令和元年度の世帯数は７４,８９４世帯で、１世帯当たりの世帯員数も１.６人と減少傾向 

にあります。  
《市町村国保の状況》 

 

項  目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

 
規模別 
保険者の
状況 

1 千人未満 

3 千人未満 

5 千人未満 

H28 ４市町村 

５市町村 

６市町村 

H30    ４市町村 

６市町村 

      ５市町村 

R1  ４市町村 

６市町村 

     ５市町村 

1 万人未満 

５万人未満 

１市町村 

３市町村 

１市町村 

   ３市町村 

１市町村 

 ３市町村 
 
被 保険者
状況 

人口 H28 571,173 人 H30 566,052 人 R1 561,175 人 

被保険者 

加入率 

136,910 人 

24.0％ 

121,122 人 

21.4％ 

117,131 人 

20.9％ 

世帯数 世帯数 
１ 世 帯 当 た
り世帯員数 

H28 78,828 世帯 

1.7 人 

H30 76,490 世帯 

1.6 人 

R1 74,894 世帯 

1.6 人 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」、「住民基本台帳人口（年報）」 
 
※ 広域化等支援方針：運営方針の前身の制度で、平成２２年に公布、施行された医療保険制度の安定的運営を図 
          るための国民健康保険法等の一部を改正する法律(平成２２年法律第３５号)による改正後 
          の法第６８条の２第１項において、都道府県が定めることとされた国民健康保険事業の運営 

     の広域化又は国民健康保険の財政の安定化を推進するための市町村に対する支援の方針 

※ 表「各市町村人口、被保険者及び加入率」は、別冊で規定 

 
ウ 被保険者の年齢構成は以下のとおり、平成２３年度と令和元年度を過去６年間比較しても、過去 

１２年間の構成比で４０歳未満が６.９5.3％の減、４０歳以上６５歳未満が１.２同 6.0％の減少 
となっています。 
その反面、前期高齢者（６５歳以上７５歳未満）の加入者の割合が年々増加し、構成比で 

１６.０11.3％の増加と高齢化が急速に進行しています。 
 

 《被保険者の年齢別加入割合》                      （単位：％） 

区 分 H23 H25 H27 H28 H29 H30 R1 

６５歳以上 全国 31.3 34.4 38.6 40.2 41.8 42.9 － 

鳥取県 

（前年度比） 

33.4 37.1 42.4 44.4 46.7 48.5 49.4 

 1.6 1.0 2.0 2.3 1.8 0.9 
 
４０歳以上

６５歳未満 

全国 37.7 36.1 34.0 33.2 32.4 32.0 － 

鳥取県 31.3 37.2 34.1 33.0 31.7 30.7 30.1 

４０歳未満 全国 31.1 25.7 27.4 26.6 25.7 25.1 － 

鳥取県 27.4 29.4 23.5 22.6 21.6 20.8 20.5 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 
 

 エ 国保の被保険者の世帯主の職業は以下のとおり、無職（退職者を含む）が４２.６44.5％で最も多 

第２章 国保の医療に要する費用及び財政の見通し    《今回提示》 
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く、次いで、被用者が３１.６30.2％の状況です。農林水産業とその他の自営業は、合わせて 
２１.０18.8％となっています。 

 
 

《被保険者の世帯主の職業の状況》     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：厚生労働省「平成３０年度国民健康保険実態調査報告」 

 
 

（２）医療費の動向 
 
   ア 本県の人口の現状 

    国全体としては、令和７年平成 37年には、いわゆる団塊の世代がすべて７５歳以上となり、 
高齢化が一層進む中、今後、本県では以下のとおり、県人口が平成２７年の５７３千人から令 
和２２平成 52年には４７２441 千人に減少（△１７．６22.2％）すると推計されています。 

    一方で高齢者人口（６５歳以上人口）は、平成２７年の１７０千人から令和２２平成 52年に 
は１７７168 千人とわずかに増加し減少するものの、総数に占める割合も２９.７％から令和 
２２年には、３７.４％と７.７％増加すると推計されています。 
なお、高齢者のうち、６５歳から７４歳の総数に占める割合は、１３.９％から令和２２年は 

１４.１%とわずかに増加すると推計されており、高齢化が進行する見込みです。 
７５歳以上人口を見ると平成２７年の９０千人から令和２２平成 52年には１１０106 千人に 

増加（１２２.２17.8％）すると推計されています。 
 

《本県の人口の将来推計》 

 
年 

 
総数 

65 歳以上 

人数 
総数に 

占める割合 

内 65 歳～74 歳の 

総数に占める割合 

平成２７年   (2015 年) 573 千人 170 千人 29.7％ 13.9％ 

令和２年   (2020 年) 556 千人 180 千人 32.4％ 15.4％ 
令和５年     (2023 年) 537 千人 182 千人 33.9％ 14.2％ 
令和１２年   (2030 年) 516 千人 180 千人 34.9％ 13.0％ 
令和１７年   (2035 年) 495 千人 176 千人 35.6％ 12.7％ 
令和２２年   (2040 年) 472 千人 177 千人 37.4％ 14.1％ 

  
      国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別推計人口（平成 30（2018）年推計）」 
 
       ※ 従前 表「鳥取県の総人口、高齢者人口の年度推移」を上記に変更  
 

イ 本県の医療費の状況 

（ア）全体医療費の動向 

      ① 県全体の医療費   

本県の医療費は以下のとおり、令和元平成２８年度で約２，０５８1,989 億円であり、 
平成２２１８年度の１，８２９約 1,705 億円と比べて約２２９284 億円の増加（１２．５ 
16.7％）で、年平均で１．２５1.67％の上昇率となっています。 

令和元年度 28年度までの過去１０年間の医療費を見ると、患者の一部負担増や診療報 
酬のマイナス改定等の際には伸び率の抑制傾向が見受けられますが、概ね毎年１～２％の 

減 

少 

増 

加 
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伸びとなっています。 
一方で、平成２８年度は減少に転じていますが、これは、２７年度の医療費の伸びに影 

響したとされる高額な薬剤の薬価引き下げ、診療報酬のマイナス改定などがその要因と考 
えられます。 

全国と比較すると、平成２５22 年度から令和元年平成 27 年度の本県での医療費の伸び 
率は６.７9.8％であり、全国の伸び率１１.２13.1％より伸び率が低くなっています。 
※ 全国の平成 28年度データが公表されていないため、平成 27年度ベースで比較して 
います。 

 
《医療費の推移（医療保険適用）》 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：厚生労働省「概算医療費」 

（単位：億円、％） 

区 分 H25 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 伸び率 
(R1・H25 対比) 

全国 372,499 391,966 401,049 404,421 414,106  

対前年度比  99.6 102.3 100.8 102.4 111.2 

鳥取県 1,928 1,989 2,006 2,026 2,058  

対前年度比  99.1 100.9 101.0 101.6 106.7 
 

出典：厚生労働省「概算医療費」  
 

     ② 国民医療費の状況 
       本県の年間一人当たり医療費（医療保険適用）は以下のとおり、平成２９27年度における 

本県の年間一人当たり医療費（医療保険適用）は３５４.３349.1 千円で、全国平均の 
３３９．９333.3 千円を上回っています。 

       また、上記グラフの平成２７年度国保の一人当たり医療費（約 376.7 千円）と比較して、 
国保の医療費が高い状況がわかります。 

表 「国民医療費・人口一人当たり国民医療費、都道府県別」  削除 
 

項   目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

 
県

全

体 

医療費 H27 2,078 億円 H30 2,092 億円 R1 2,126 億円 
 
一人当たり 
国民医療費 

全 国 

鳥取県 

H27  333.3 千円 

 349.1 千円 

H29   339.9 千円 

  354.3 千円 

H30 未公表 

（11月末予定）  
 
出典：：厚生労働省「概算医療費」、「国民医療費」 

 
 
（イ）③市町村国保の医療費の状況 

        ①本県の市町村国保の医療費は以下のとおり、令和元平成 28 年度で４８０480 億円、後期 
高齢者医療制度が開始された平成２０年度（４６６億円）とから比較して１４61 億円の増 
加（約３.０14.6％増）となっており、年平均約０.３1.8％の伸びという状況です。 
 なお、後期高齢者医療制度が開始された平成２０年度と比較して平成３０年度の伸び率 
は、全国が２.２％の増で本県は４．５％の増と、本県の伸び率は２.３％全国の伸び率よ 
り高くなっています。 

          ※ 平成２０年度に後期高齢者医療制度が開始され、国保から 75歳以上の被保険者が 
   異動しています。 

           ※ 平成２７年度から平成２８年度にかけて総額４億円の減少が見られますが、高額 
          医薬品の薬価の引き下げ等が影響しているものと推測されます。 
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 《鳥取県国保医療費の推移》                    （単位：億円、％）   

区分 H20 年度 H25 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 
伸び率 

(H30・H25 対比) 

全国 101,985 112,123 107,092 104,193 －  

対前年度比  101.0 97.12 97.30 － 102.2 

鳥取県 466 507 490 487 480  

対前年度比  100.0 97.8 99.4 98.6 104.5 
 

 出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」  

   ②本県の市町村国保における年間一人当たり医療費は以下のとおりをみると、平成２０ 
年度２９６.７千 296,666 円から年々上昇し、令和元年平成 28 年度では４０８.８千 
378,605 円と、約３７.８27.6％増加しています。 

        平成３０27年度の本県の年間一人当たり医療費は、全国と比較して３６.３千円３万円 
弱高い額で推移しています。 

 

 《鳥取県国保一人当たり医療費の推移》                    （単位：千円、％） 

区 分 H20 年度 H25 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 伸び率 

(H30・H20 対比) 

全国 281.8 324.5 362.2 369.9 －  

対前年度比  102.8 102.6 102.1 － 131.3 

鳥取県 296.7 346.8 389.5 406.2 408.8  

対前年度比  102.5 102.4 104.3 100.6 136.9 
 

 出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」   

③⑤ 一人当たり年齢調整後医療費・診療種別の医療費 

一人当たり年齢調整後医療費は以下のとおり、平成２９年度は、全国が３５５.７千 
円で、本県は３６８.２千円（全国第２０位）と全国平均より高くなっており、その 
要因としては入院医療費が全国１７位になっているのが主たる要因です。 
なお、診療種別の年齢調整後医療費は次のとおりです。 

（入院） 

         入院に係る本県の一人当たり医療費は１５９.２千 157,496 円で、全国の１３８.５ 
千 130,531 円と比較して、１.１５1.21 倍で２０.７千 26,965 円高くなっています。 

        また、本県の 1日当たりの診療費（33,617 円）は全国（35,486 円）よりも低いものの、 
レセプト 1件当たりの診療日数（16.85 日）は全国（15.89 日）よりも多い結果となって 
います。 
 表 市町村国保に関する入院医療費の状況（平成 27 年度） 
    出典：医療費の地域差分析（厚生労働省） 

厚生労働省の１０万人当たりの疾病別入院受療率を見ると、「精神及び行動の障害」が 
最も多く、次いで「循環器系の疾患」が多くなっています。 

       本県でも同様の傾向にありますが、ほとんどの疾病分類で全国平均を上回る結果となっ 
ています。 
表 人口１０万人当たりの傷病分類別＜入院＞受療率（平成２６年度） 

出典：患者調査  
（入院外） 

         外来などの入院外に係る本県の一人当たり医療費は１８５.７千 192,131 円で、全国 
の１９２.１千 188,324 円と比較して、０.９７1.02 倍で６.４千 3,807 円低く高くなっ 
ています。 

        また、本県の１日当たりの診療費（14,572 円）は全国（13,958 円）よりも高いものの、 
レセプト１件当たりの診療日数（1.56 日）は全国（1.61 日）よりも少ない結果となって 
います。 
表 市町村国保に関する入院外医療費の状況（平成 27 年度） 

出典：医療費の地域差分析（厚生労働省） 
 

厚生労働省の１０万人当たりの疾病別外来受療率を見ると、「消化器系の疾患」が最も 
多く、次いで「循環器系の疾患」が多くなっています。 
本県では、全国と同様に「消化器系の疾患」が最も多いものの、次いで「筋骨格系及び 

結合組織の疾患」の順となっており、全国平均を大きく上回る結果となっています。 
その他の疾病については、おおむね全国平均と同程度となっています。 

 
表 人口１０万人当たりの傷病分類別＜外来＞受療率（平成２６年度）出典：患者調査 
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（歯科） 
       歯科に係る本県の一人当たり医療費は２３.３千 23,883 円で、全国の２５.０千 24,629 

円と比較して、０.９３0.97 倍とわずかに全国を下回っています。 
        また、本県の１日当たりの診療費及びレセプト１件当たりの診療日数は、いずれも全国 

平均と同程度となっています。 
 
 表 市町村国保に関する歯科医療費の状況（平成 27 年度） 
    出典：医療費の地域差分析（厚生労働省） 

 

④ 市町村別の年齢調整後の一人当たり国保の医療費の状況（調剤を除く。） 
        県内市町村の年齢の差異を調整した後の医療費指数は、年度により変動していますが、 

平成２７25 年から２９27年度の３ヵ年平均では、全国平均を下回る市町村は４市町村 
であり、その他の市町村は全国平均より高くなっています。 

        なおまた、県内の市町村間においては、約１.３２1.36 倍の格差が生じており、格差の 
       状況は、以下のとおりですいます。          

       《全国と本県との国保医療費の比較》         

項  目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

市

町

村

国

保 

医療費 

（退職除く） 

鳥取県 H27  516 億円 H29   490 億円 H30 487 億円 

一人当たり医
療費 

（年齢調整前） 

全 国 

鳥取県 

H27 343.5 千円 
373.5 千円 
（１８位） 

H29 355.6 千円 
385.8 千円 
（１８位） 

H30 未公表 

一人当たり医
療費 

（年齢調整後） 

全 国 

鳥取県 

H27 343.5 千円 
 356.1 円 
（２０位） 

H29 355.7 千円 
 368.2 千円 
（２０位） 

H30 未公表 

上記の診療種

別医療費 

（年齢調整後） 

(入院) 

全 国 
鳥取県 
順位 

H27  

130.5 千円 
150.1 千円 
（１７位） 

H29  

138.5 千円 
159.2 千円 
（１７位） 

H30 未公表 

(入院外)  

全  国 
鳥取県 
順位 

 

188.3 千円 
183.1 千円 
（３６位） 

 

192.1 千円 
185.7 千円 
（３９位） 

未公表 

(歯科) 

 全  国 
   鳥取県 

順位 

 

24.6 千円 
23.0 千円 
（２５位） 

 

25.0 千円 
23.3 千円 
（２６位） 

未公表 

概

算

医

療

費 

推計１入院当

たり医療費 

全  国 
鳥取県 
順位 

H27 1,066 千円 
1,099 千円 
（１５位） 

H29 1,082 千円 
1,122 千円 
（１３位） 

H30 1,101 千円 
1,132 千円 
（１４位） 

推計平均 

在院日数 

全  国 
鳥取県 
順位 

H27 30.5 日 
31.9 日 

（２４位） 

H29 29.9 日 
31.8 日 

（２４位） 

H30 29.7 日 
30.8 日 

（２５位）  

出典：：厚生労働省「概算医療費」、「国民医療費」、「国民健康保険事業年報」、「医療費の地域差分析」 
 

《地域差指数（一人当たり年齢調整後医療費）の県内市町村の状況》  
区 分 計 入院 入院外 歯科 

全国平均超過市町村数 ※ １５ １９ ３ ４ 
 

最大市町村 

 

最小市町村 

（江府町） 

1.25 

（智頭町） 

0.95 
 

（日吉津村） 

1.44 

（日野町） 

1.03  

（江府町） 

1.22 

（智頭町） 

0.87  

（江府町） 

1.06 

（湯梨浜町） 

0.71   
   ※ 全国平均を超える市町村数（平成２７年から２９年度の３ヵ年平均） 

※ 地域差指数：医療費の地域差を表す指標として、1人当たり医療費について、人口の年齢構成の相違分を補正し、 

全国平均を１として指数化したもの。 
※ 表 市町村別年齢調整後一人当たり医療費は、別冊に規定 

 
   （イ）疾病の動向 
      入院に係る医療費の疾病の状況は、以下のとおり、上位３疾患がその約６割を占めています。 
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     《医療費の地域差分析 （1人当たり年齢調整後医療費 入院））》   
項 目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

金額 比率 金額 比率 金額 比率 
1 人当たり年齢調整後 
医療費 （入院） 

153.3 千円  159.2 千円 
 

 161.0 千円  

上位３位の占める割合 91.4 千円 59.7% 92.3 千円 58.0% 90.8 千円 56.1% 
Ⅱ 新生物 38.0 千円 24.8% 37.0 千円 23.3% 36.2 千円 22.5% 
Ⅴ 精神及び行動の障害 25.4 千円 16.6% 27.9 千円 17.5% 27.3 千円 17.0% 
Ⅸ 循環器系の疾患 28.0 千円 18.3% 27.4 千円 17.2% 26.8 千円 16.6% 

 
ウ 今後の国保医療費の見通し 

    本県の人口は年々減少を続け、２５年後（令和２２平成 52年度）には、約４７44 万人まで減少 
   すると推計されています。 （※ ４頁参照） 

同様に、国保の被保険者数についても、前期高齢者が後期高齢者医療制度への移行することに伴 
い、年々減少していく傾向にあります。 （※ ２頁参照） 

しかしながら、国保の医療費については、被保険者数は減少しますが、前期高齢者の割合が年々
増加しており、これまでは、医療費総額、一人当たり医療費はともに増加傾向にあります。 

（※ 参照３･６･７頁） 
 

＜今後の医療費の推計の方法＞ 
 

被保険者数 
 
 過去３年間（Ｈ２９26→Ｒ１H28）の１年間の平均伸び率△３.４3.5％で、今後も推移するも 
のとして推計。 

    ※ この４５年間（Ｈ２８→Ｒ１）で加速度的に被保険者が減少（△１４.５％）しており、実態に合わせ 

て伸び率を判断。 
 

一人当たり医療費 
 
 過去３年間（Ｈ２９26→Ｒ１H28）の１年間の平均伸び率約２．５2.5％で、今後も推移する 
ものとして推計。 
     

医療費総額（推計額） 
 
 ＝ 当該年度被保険者数×１人当たり医療費 
 

《今後の医療費の推計》   

項目 
平成２９年度 

(2017) 

平成３０年度 

(2018) 

令和元年度 

(2019) 

令和２年度 

(2020) 

令和５年度 

(2023) 

令和７年度 

(2025) 

医療費 

（億円） 

 
４９０ ４８７ ４８０ 

４７５ 

478 
４６０ 

４５１ 

452 

被保険者数 

（人) 
125,725 121,122 117,131 

113,265 

114,267 
101,993 

95,175 

95,622 

（参考） 
前期高齢者の 
割合 

46.7% 48.5% 49.4% 50.3% 53.0% 54.8% 

一人当たり 
医療費   （千円） 

３８９.５ ４０６.２ ４０８.８ 
４１９．０ 

418,001 
４５１．２ 

４７４．１ 

472,929 

 
一人当たり国保医療費の伸び率、国保被保険者数の減少率を勘案して、国保運営方針の対象

期間である令和２平成 30年度から５32年度まで、さらに団塊の世代がすべて後期高齢者医療に
移行すると言われる令和７平成 37年度の医療費総額について、上記のとおり推計しています。 
今後当面は、一人当たりの医療費の増加傾向は続くものの、被保険者数の減少に伴って、医

療費総額は減少していくことが見込まれます。 
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２ 財政収支の改善 
 
（１２）市町村国保財政運営の現状 

  ア 市町村国保財政運営の基本的な考え方 
     市町村の国保の財政を持続的かつ安定的に運営していくためには、国保が一会計年度単位で行う 
    短期保険であることを踏まえ、原則として必要な支出を保険料（税）や県交付金、国庫負担金等で 
    まかなうことにより、国保特別会計において当該年度の収支を均衡させる必要があります。 

 （国ガイドラインの考え方は、（２）参照）   
  イ 市町村国保保険者の状況 

      市町村の財政状況は以下のとおり、保険者の令和元平成 28年度収支差引残（収入合計―支出合 
計）では、赤字は１保険者市町村はありませんでしたで、赤字総額は約 86 百万円となっています。 
平成 27 年度に１２保険者だった赤字が１保険者に減少しています。 

      ただし、単年度実質収支について、平成２８年度の赤字市町村数は８でしたが、令和元年度は 
１１と増加傾向です。 
現状として、適正な保険料（税）設定や医療費適正化の取組や収納確保対策によって、実質的に 

     黒字を達成している市町村がある一方で、法定外の一般会計繰入や翌年度の保険料（税）収入を当 
     該年度の保険料（税）収入に充てる、いわゆる前年度繰上充用（※）等により決算補てんが行われ 
     ている保険者もあります。 

       法定外の一般会計への繰入には、総額約１億１４百万円となっています。その内訳は、保健事業
に係る費用の繰入等の決算補てん以外を目的としたもの（同：約１億１４百万円）で、決算補てん
等を目的としたものはありません。決算補てん等を目的としたもの（平成 28 年度実績：約１億 69
百万円）と、保健事業に係る費用の繰入等の決算補てん以外を目的としたもの（同：  ）があり、
総額約２億 83百万円となっています。  

       ※ 前年度繰上充用とは、会計年度を経過した後に、その当該会計年度の歳入が歳出に対して不
足する場合、翌年度の歳入を繰り上げて、当該年度の予算に充てること。具体的には、翌年
度の歳出に、翌年度の歳入を財源として繰上充用金を計上して、当該年度（翌年度から見れ
ば前年度）へ支出することで、歳入不足を補てんするもの。         

《市町村の財政状況》  

項  目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

実質収支 

（前年度繰越金等を含む。） 

H28 1,610 百万円 

（赤字市町村数 1） 

H30 1,017 百万円 

（赤字市町村数 0） 

R1 757 百万円 

（赤字市町村数 0） 

単年度実質収支 H28 474 百万円 

（赤字市町村数 8） 

H30 △139 百万円 

（赤字市町村数 13） 

R1 △235 百万円 

（赤字市町村数 11） 

法定外繰入の状況 H28 178 百万円 H30 114 百万円 R1 114 百万円 
決 算 補 て ん 等 の 
目 的 に よ る 法 定 外 
一 般 会 計 繰 入 

 
上 記 以 外 の 法 定 外 

一 般 会 計 繰 入 

33 百万円 

 

 

145 百万円 

 

０円 

 

 

114 百万円 

０円 

 

 

114 百万円 

一人当たり基金保有額 H28 19,631 円 H30 34,831 円 R1 36,733 円 

最大市町村 

 

最小市町村 

 

地域差 

（日南町） 

310,370 円 

（北栄町、南部町） 

0 円 

310,370 円 

（日南町） 

297,523 円 

（米子市） 

65 円 

297,458 

（日南町） 

304,023 円 

（米子市） 

0 円 

304,023 円 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 
  

《令和元年度の法定外繰入の状況）》 

 

 

項 目 

 

 

法定外繰入 

左 記 の 内 訳 

決 算 補 填 

等 目 的 

決 算 補 填 等 以 外 の 目 的 

決算補填

等目的 

その他 地方単独事業の医療

給付費波及増等 

保健事業

費に充当 

基金 

積立 

その他 

市町村数 １２ ０ ０ ６ ５ １ ３ 

繰入額 

（単位：百万円） 

１１４ ０ ０ ６４ １５ １５ ２０ 

 ※ 法定外繰入の市町村数の内訳の各目的は該当する市町村数を記載しているため、法定外繰入市町村数の合計とは一致 

しない。 
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表 市町村別実質収支及び単年度実質収支は、別冊に規定 

 
（２）国保財政運営の考え方  （国ガイドラインの考え方） 
   国ガイドラインでは、次のとおり、国保財政収支の改善に係る基本的な考え方を示しており、国保 

財政を健全に安定的に運営を行うこととしています。  
国によると国保制度の基盤強化に関する国と地方の協議を踏まえ、国保特別会計において、国の財 

政支援措置の拡充や国民健康保険事業費納付金（以下「納付金」という。）制度の導入、県の財政安 
定化基金の設置により、一般会計からの繰入や前年度繰上充用は解消される方向とされています。 

   最終的には市町村が財政や収納状況、市町村財政調整基金からの繰入、繰越金の状況等を勘案して 
保険料（税）を決定することとなりますが、本県としては、一般会計繰入の考え方の整理の上、市町 
村の意向を十分尊重しながら、決算補てんのための法定外一般会計繰入の解消・削減に段階的に努め 
ていきます。  

都道府県国民健康保険運営方針策定要領 （令和２年５月８日厚生労働省保険局長通知） 
 

（財政収支の改善に係る基本的な考え方） 
 
○ 国保財政を安定的に運営していくためには、 国民健康保険が一会計年度単位で行う短期保険であることに 

鑑み、原則として、必要な支出を保険料や国庫負担金などによりまかなうことにより、国民健康保険特別会 

計において収支が均衡していることが重要である。 
 

○ また、都道府県国民健康保険特別会計も同様に、原則として、必要な支出を国保事業費納付金（以下「納 

付金」という。）や国庫負担金などによりまかなうことにより、収支が均衡していることが重要である。 
 

○ その際 、同時に、当該都道府県内の市町村における事業運営が健全に行われることも重要であるため 、 

 都道府県特別会計において、必要以上に黒字幅や繰越金を確保することのないよう、また、逆に各年で保険 

 料水準が過度に上下することを避けるよう、市町村の財政状況をよく見極めた上で、バランスよく財政運営 

を行っていく必要があることに留意すること。  
 

（３）県国保特別会計の考え方 
 

ア 平成３０年度から県にも国民健康保険特別会計（以下「県国保特別会計」という。）を設置し 
ましたすが、この特別会計についても市町村国保と同様に、国の示したガイドラインに即して原 
則として支出を納付金や国庫負担金・県繰入金等の公費などでまかなうことにより、年度ごとの 
に収支をの安定が求められますさせていきます。 

       また、県国保特別会計において、市町村国保特別会計の事業運営の健全化、財政状況に留意し 
つつ、適正な納付金の設定とバランスがとれた財政運営を行いますってく必要があります。 

イ 県国保特別会計の状況 
平成３０年度、令和元年度の県国保特別会計の決算の状況は、以下のとおりで概ね健全に運営 

されています。 
  

年度 
県国保会計決算 

（歳出） 
決算剰余金 納付金総額 割合 

H30 ５１６．３億円 ０．３億円 １４８．２億円 ２８．７％ 

R1 ５１７．３億円 ６．８億円 １５４．２億円 ２９．８％ 
 
 

３ 赤字解消・削減の取組、目標年次等 

  赤字解消・削減は、保険料水準の統一のための重要な取組になります。  
（１）解消・削減すべき赤字の定義等 

   ア 解消・削減すべき赤字の整理 
 市町村国保の保険者が「解消・削減すべき赤字」とは、国基準に従い、市町村の国保特別会計 
（事業勘定）における「決算補填等目的の法定外一般会計繰入金（以下｢法定外繰入金｣という。）」 
及び「繰上充用金の新規増加分」とします。 
 なお、法定外一般会計繰入金は、次図Ａの「決算補てん等の目的による法定外一般会計繰入」 
のうち、「保険者の政策によるもの」と「過年度の赤字によるもの」とします。なお、保健事業 
費や地方単独事業の医療費波及増等に充てることを目的とする次図Ｂの「決算補てん等以外の目 
的による法定外一般会計繰入」に該当するものについては、解消・削減すべき対象とはしません。 

 

     「解消・削減すべき赤字」を整理すると、次のとおりです。 
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Ａ 決算補てん等の目的による法定外一般会計繰入 
 
        ａ）決算補てん等目的 
          ・保険料（税）の収納不足のため 

 ・医療費の増加 

 
        ｂ）保険者の政策によるもの 
          ・保険料（税）の負担緩和を図るため 
           （前期納付金・後期支援金・介護納付金分を含む） 

          ・任意給付に充てるため 
 
        ｃ）過年度の赤字によるもの 

 ・累積赤字補てんのため 
 ・公債費、借入金利息 
 

      
  

Ｂ 決算補てん等以外の目的による法定外一般会計繰入 
 

        ・保険料（税）の減免額に充てるため 
        ・地方独自事業の波及増補てん等 
        ・保健事業費に充てるため 
        ・直営診療施設に充てるため 
        ・基金積立 
        ・返済金 
        ・その他 

 

          ※ Ｂは、保険料水準統一のためには、調整が必要 
 

イ 赤字市町村の定義 
 

       国基準に従い、前年度決算で「解消･削減すべき赤字」が発生した市町村であって、翌々年 
      度までに赤字の解消・削減が見込まれない市町村とします。 
        

     ウ 繰上充用金の取扱い 
 

      平成 28・29 年度の収支の赤字による繰上充用金の増分については、解消・削減すべき赤字額 
に含まれるものとします。 

        平成 27年度以前に発生した繰上充用金については、当該市町村の実情に応じ、可能な限り、計 
画的な解消・削減を目指すものとします。 

      「解消･削減すべき赤字」として、国基準に従い、「繰上充用金の新規増加分」とします。 
なお、平成３０年度及び令和元年度決算において繰上充用した市町村はありません。 

 

（２）赤字解消・削減の取組 
    

     ア 赤字市町村の取組 

     本県の場合、平成２９年度までに生じ、解消されない赤字額がありる場合には、平成３０年 

     度以降に累積赤字として引き継がれた市町村は以下のとおりありません。ることになるため、各 

市町村で計画的に解消を図っていく必要があります。 
     また、平成３０年度、令和元年度に赤字市町村はありません。 

なお、令和３年度以降、赤字市町村に該当する市町村は、国基準に従い、医療費の動向や保険
料（税）設定率、収納率等の要因分析を行い、必要な対策を整理し、目標年次等を県に報告する 
こととし、県は、赤字解消・削減に向けて必要な助言を行うこととします。 

     赤字市町村とみなされなかった市町村であっても、平成 29 年度以降、実績額として「解消･削 
減すべき赤字」が発生した場合であって、翌々年度に赤字の解消・削減が見込まれない市町村は、 
赤字解消・削減の取組や目標年次を設定する必要があります。   

項  目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

赤字の定義に該当する市町村

（解消・削減すべき赤字額） 

H28 ４市町村 

（135 百万円） 

H30 ０市町村 

（0百万円） 

R1 ０市町村 

（0百万円） 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」      
イ 赤字解消計画 

※ 解消・削減すべき 

 対象としない 

※ 平成 30 年度以降は、

財政安定化基金から貸

付を受けるため、発生

しない赤字 

国保運営方針に基づ
き、計画的に解消・削
減すべき赤字 
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   （ア）赤字解消の期間 
       赤字の解消・削減については、国保が一会計年度を収支として行うものであることから、原

則として赤字発生年度の翌年度に解消することが望ましいものですが、赤字補てん目的の法定
外繰入や繰上充用金が多額な場合で単年度の赤字の解消が困難な市町村は、国基準に従い急激
な保険料（税）の増額を回避しながら、激変緩和措置の実施期間内（平成 35 年度末まで）に解
消する計画（以下「赤字解消計画」という。）を策定し、段階的な赤字の解消に取り組むことと
します。 

 
    （イ）赤字解消計画の策定は、保険者努力支援制度の評価指標であり、赤字市町村に該当した場合 

には、この計画を策定し、その進捗管理を行う必要があります。 
          

   （イ）赤字解消の取組開始時期 
       該当市町村の実情に応じて取組の開始時期を設定することとしますが、平成 29年度から取組

が可能な市町村から開始し、改革初年度である平成 30年度は赤字の全ての市町村で解消・削減
に計画的に取り組むこととします。 

        
４ 財政安定化基金の運用 
 
（１）財政安定化基金の設置 

国保事業の財政安定化のために、県に平成２７年度に財政安定化基金を設置し、順次基金額の積み 
  増しを行っておりって、この基金の状況は以下のとおりです。います。 

      なお、この基金は、給付増や保険料（税）収納不足により財源不足になった場合に、県国保特別会 
計や市町村に対し、交付及び貸付を行います。  
   《財政基金の運用状況》   

項  目 

 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

基金保有額 

（財源） 

H29 1,061 百万円 

（国 10/10） 

H30 1,102 百万円 

（国 10/10） 

R1 1,117 百万円 

（国 10/10） 

貸付・交付実績  H30 ・市町村への貸
付・交付なし。 
・県国保会計への
保険料の激変緩和
のための取崩し 

R1 ・市町村への貸付・
交付なし。 
・県国保会計への保
険料の激変緩和のた
めの取崩し 

  

 （２）市町村の財政調整基金 
     市町村の財政調整基金は、上記（１）と同様に財源不足となり、通常の歳入では対応できない不 

測の場合に活用されていまきましたが、平成３０年度以降は県に設置されているの財政安定化基金 
がその役割を担っていますうこととなります。 

     しかしながら、県が財政安定化基金からを貸し付けを受けた場合は、翌々年度以降の当該市町村 
の納付金算定に反映されることから、各市町村の保険料（税）にも影響を与える可能性がありま 
す。 

  なお、保険料水準が統一し、納付金に応じて保険料（税）を市町村が賦課すればこの基金は不要 
になります。 

このため、国保財政基盤の安定的な運営のためにも、市町村において財政調整基金を活用するこ 
とも想定されるため、引き続き保有することが望ましいものとします。 

 

 （３）財政安定化基金の運用の基本的な考え方 
財政安定化基金の運用使用については、鳥取県基金条例及び県国民健康保険条例（以下「県国保

条例」という。）で規定され、その具体的な運用について今後制定する県財政安定化基金に関する
要綱令和２年４月に国民健康保険財政安定化基金運営要綱を制定しましたに規定しますが、基本的
な取扱い考えはを以下のとおりです。とします。 
 
 鳥取県基金条例 
  設置目的  国民健康保険の財政の安定化を図ること。 
  処分事由  当該基金の設置目的を達成するために必要な経費の財源に充てるとき。 
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《財政安定化基金の区分》  
基金の区分 根拠法令 概   要 

 
本体基金 

 
法第８１条の２ 

 
収納不足市町村（基金事業対象保険料収納額が基金事業対象

保険料必要額に不足する市町村）に対する資金の貸付け又は交
付に充てることを目的とする基金 （財源：国１０／１０）   

特例基金 
 
法附則第２５条 

 
平成３０年４月１日から令和６年３月３１日までの間、市町

村に対する改正法の円滑な施行のために必要な資金の交付に必
要な費用に充てることを目的とする基金 

（財源：国１０／１０） 
   

県が独自に設
立する基金 

  
地方自治法第２３２条
の２ただし書 
第２４１条第１項 
 

  
 県国保特別会計の剰余金を積み立てることを目的とする基金 
 
 
 

     

ア 貸付 
法８２条の２第１項第１号に基づく資金を貸し付ける事業による貸付は、次のとおりとしま 

す。 

     （ア）市町村への貸付 

ａ）貸付要件 

  保険料（税）の収納額の低下・不足により、財源不足となった場合とすること。 

ｂ）貸付額 
   貸付を受けようとする市町村の申請額に基づき、県が収納不足額等を勘案して貸付額 

を決定すること。 

ｃ）貸付額の償還 
  据置期間（当該貸付を行う年度の翌年度の末日まで）を考慮して、貸付年度の翌々年 
度以降の納付金に上乗せすることとし、原則３年間、無利子で償還するものとする。 

  ただし、災害その他の特別の事情により償還が著しく困難であるため県がやむを得な 
いと認めるときは、上記の据置期間を考慮して、償還期間を６年間まで延長することが 
できるものとすることします。  

     （イ）県への貸付 

ａ）貸付要件 
県全体で保険給付費の増大により、想定した財源に不足を生じる見込みがある場合と 

することします。 

ｂ）貸付額 
  決算見込みによる不足額とし、その額を財政安定化基金から取り崩し、県国保特別会 
計に繰入を行うこととします。 

ｃ）貸付額の償還 
  据置期間（当該貸付を行う年度の翌年度の末日まで）を考慮して、貸付年度の翌々年 
度以降の納付金に上乗せすることとして、原則３年間で償還するものとすることします。 

  ただし、市町村への貸付と同様に、災害その他の特別の事情により償還が著しく困難 
であるため県がやむを得ないと認めるときは、償還期間を６年間まで延長することがで 
きるものとすることします。 
 

    イ 交付 
法８２条の２第１項第２号に基づく交付する事業による交付金の交付は、次のとおりとし 

ます。 

       ａ）交付の要件 
          市町村の収納不足に対する財政安定化基金の交付については、市町村の収納意欲の低 

下を招くことがないように、「特別な事情」に限定することとし、以下のとおり被保険者 
の生活等に直接の影響を与え、収納額が低下した場合とすることします。 

          ・ 被保険者の多数が災害によって著しい被害を受けた場合 
           ・ 企業の倒産又は主要な生産物の価格の著しい低下等によって地域経済に特別の事情が 

生じた場合 
           ・ その他被保険者の生活に影響を与える特別の事情が生じた場合 

     ｂ）交付額 
         交付する範囲を財源不足額のうち保険料（税）収納不足額の２分の１以内として、市 

町村の「特別な事情」を勘案して、県が交付額を決定することします。 

       ｃ）交付額の補てん 
   交付する額については、国・県・市町村がそれぞれ３分の１ずつを補てんすることと 
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し、このうち市町村分については、交付を受けた市町村のみならず、すべての市町村が 
応分に負担することとします。 
市町村分の額については、被保険者数に応じて按分した額とし、県が定める鳥取県国 

民健康保険条例に基づき算定して、決定することします。 
 

    ウ 基金積立て 
      県国保特別会計の決算で剰余金が生じた場合には、市町村と協議の上、翌々年度以降の納付 

金の急激な増加を抑制することを目的として財政安定化基金に積立てを行います。 
  なお、市町村と協議するに当たっては、財政安定化基金必要額を併せて検討します。 

 

（４）激変緩和への活用    
    平成３０年度からの新制度移行に伴って市町村が保険料（税）で集める額の急激な上昇が見込まれ 

る場合に、新制度への円滑な移行のために、必要に応じて激変緩和措置を実施しています。 
      ※ 内容詳細は、第３章２３（２３）激変緩和措置を参照。 
 

ア 激変緩和措置の状況について 
  

激変緩和措置の状況は以下のとおりで、令和２年度は、平成２９年度と比較して、標準保険料 
の算定結果が一定割合（年１.８％）を超過する市町村に対して、激変緩和措置を講じました。  

⇒ 激変緩和措置は、国保制度見直しに伴う保険料の激変緩和のためのもので医療費の自然増に対して措置 

するものではありません。 
 

《鳥取県の激変緩和措置（全体額）》  
 

年度 
激変緩和実施
市町村数 

激変緩和 
合計 

暫定措置分 
（国財源） 

追加激変緩和 
（国財源） 

県繰入金 
（県財源） 

Ｈ３０年度 １１ ２．５億円 １．３億円 ０．４億円 ０．８億円 

Ｒ元年度 １５ ５．４億円 １．１億円 ０．４億円 ３．９億円 

Ｒ２年度 １１ ４．１億円 ０．９億円 ０．３億円 ２．９億円 
 

       
《国の激変緩和措置（全体額）》        
 

年度 
国特別交付金 
（暫定措置分） 

国普通調整 
交付金 

国特別交付金 
（追加激変緩和） 

特例基金の
造成 

Ｈ３０年度 300 億円 300 億円 100 億円 300 億円 

Ｒ元年度 250 億円 350 億円 100 億円 ０ 

Ｒ２年度 200 億円 400 億円 80 億円 ０ 
  

※ 暫定措置分と普通調整交付金の総額は６００億円 
 

【県繰入金分】 
県繰入金の２／９を充当しているが、毎年度１／６減額し、減額分は普通調整交付金に充当 

 
イ 激変緩和による市町村保険料（税）の状況  

     〇平成３０年度の状況    
医療費指数が１番高い境港市（医療費指数：１.２６３）の一人当たり調定額は、前年度比 

１，２８８円の増となり、平成２９年度の前年度比（２，１４８円の増）と比べて増額幅が縮 
小しました。 
平成２９年度は、対前年比 1 万円超の市町村も存在したが、平成３０年度からは、対前年比 

マイナスの市町村も１０市町村と増え、多くても３～４千円の増にとどまっています。  
     〇令和元年度の状況  

医療費指数が１番高い江府町（医療費指数：１.２４３）の一人当たり調定額は、前年度比 
２，５３４円の増と前年度より増額幅が拡大したが、平成２９年度より増額幅が縮小しまし
た。 
令和元年度は、対前年比マイナスの市町村が９市町村と平成３０年度より１減少しました

が、多くても３～４千円の増にとどまっています。  
５ 保険者努力支援制度を活用した財政基盤の強化 （新設）  
  保険者努力支援制度の評価指標に該当する取組を積極的に行い、国から交付される交付金により、

納付金の保険料収納必要総額を引き下げます。 
  なお、国においては、以下のとおり、評価指標の配点にメリハリを強化することとされています。 



- 17 - 

 

 

経済財政運営と改革の基本方針 2019（令和元年６月 21 日閣議決定） 
 
先進自治体のモデルの横展開を進めるために保険者の予防・健康インセンティブを高めることが必要であり、

公的保険制度における疾病予防の位置付けを高めるため、保険者努力支援制度（国民健康保険）の抜本的な強化
を図る。同時に、疾病予防に資する取組を評価し、 
（a）生活習慣病の重症化予防や個人へのインセンティブ付与、歯科健診やがん検診等の受診率の向上等につい 

ては、配点割合を高める、 

（b）予防・健康づくりの成果に応じて配点割合を高め、優れた民間サービス等の導入を促進する、 

といった形で配分基準のメリハリを強化する。  
 

 

 

 

【２０２０年度の保険者努力支援制度（全体像）】 

 

 市町村分 ５００億円 
 

保険者共通の指標  国保固有の指標 

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリック 
シンドローム該当者及び予備群の減少率 

 指標① 収納率向上に関する取組の実施状況 

○ 保険料（税）収納率 

指標② 特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施 
や健診結果等に基づく受診勧奨等の取組の実施状況 

○ がん検診受診率 

○ 歯科健診受診率 

 指標② 医療費の分析等に関する取組の実施状況 

○ データヘルス計画の実施状況 

指標③ 糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況  指標③ 給付の適正化に関する取組の実施状況 

○ 医療費通知の取組の実施状況 

指標④ 広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組 
の実施状況 

○ 個人へのインセンティブの提供の実施 

○ 個人への分かりやすい情報提供の実施 

 指標④ 地域包括ケアの推進に関する取組の実施

状況 

○ 国保の視点からの地域包括ケア推進の取組 

指標⑤ 加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施 
状況 

 指標⑤ 第三者求償の取組の実施状況 

○ 第三者求償の取組状況 

指標⑥ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況  指標⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況 

○ 適切かつ健全な事業運営の実施状況 

○ 法定外繰入の解消等 

 
県分 ５００億円 
 
指標① 主な市町村指標の都道府 

県単位評価 

指標② 医療費適正化のアウトカム 

評価 
指標③ 都道府県の取組状況 

○ 主な市町村指標の都道府県単位 

評価 (※) 

※ 都道府県平均等に基づく評価 

○ 年齢調整後一人当たり医療費 

・その水準が低い場合 

・前年度(過去３年平均値)より一定程度改 
善した場合に評価 

○ 都道府県の取組状況 

・医療費適正化等の主体的な取組状況 

（保険者協議会、データ分析、重症化 
予防の取組等） 

・医療提供体制適正化の推進 

・法定外繰入の解消等 
・特定健診・特定保健指導の実施率 

・糖尿病等の重症化予防の取組状況 

・個人インセンティブの提供 

・後発医薬品の使用割合 

・保険料収納率 

○ 重症化予防のマクロ的評価 

 
 
 
 
 

 

⇐ 保険料水準の統一のためには、市町村分を保険料（税）引き下げに充当しないことが必要 
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１ 基本的考え方 （新設）  
  第１期運営方針の取組状況と国ガイドラインを踏まえ、保険料水準平準化の取組を更に進めるこ 

ととし、次の考え方で取り組んでいきます。 
 

【保留】 

〇 将来的な保険料（税）水準の統一に向けて議論を深め、市町村間の意見の調整を図っていく 
こと。 

〇 統一化に向けては、市町村ごとに医療費水準や健康づくりへの取組、保険料（税）収納率な 
 どに差があることから、これらの差を縮める取組についても議論していくこと。 
〇 上記の取組により保険者努力支援制度で評価されたことによる交付金（県分）は、納付金の 
 賦課総額の抑制のために活用すること。 

 

都道府県国民健康保険運営方針策定要領 （令和２年５月８日厚労省保険局長通知） 
  
本項は、将来的な保険料負担の平準化を進めるための当該都道府県における１つの指標として、 保険料の標準

的な算定方法を国保運営方針において定めるものである。 
 

（標準的な保険料算定方式） 

○都道府県は、年齢構成の差異を調整した後の医療費水準が同じ市町村であれば、同じ応益割保険料の市町村標

準保険料率となることを基本に、各市町村の実態も踏まえて、 市町村における標準的な保険料算定方式を定める

こと。 
 
（保険料水準の統一に向けた検討） 

○保険料率については、市町村ごとの医療費水準や医療提供体制に差があることに留意しつつ、将来的には、都

道府県での保険料水準の統一を目指すこととし、また、地域の実情に応じて、二次医療圏ごとに保険料水準を統

一することも可能としている。 

○都道府県は、 県内の市町村との間で、保険料水準の統一に向けた議論を深めることが重要であり、 統一化の

定義や前提条件等、さらには保険料算定方式の統一や標準保険料率と実際の保険料率の見える化から検討するこ

とも考えられる。 
 

国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について 
 

○今回の国保改革においては、国保に対し、毎年約 3,400 億円の財政支援の拡充等によりその財政基盤を強化す

ることとしており、被保険者の負担の軽減やその伸びの抑制が可能となる。また、都道府県が市町村とともに国

保を運営することとし、標準的な住民負担の「見える化」や将来的な保険料水準の統一を図る観点から、財政運

営の責任主体である都道府県が、市町村ごとの標準保険料率を定めることとした。 
 

○このように、多くの都道府県において、とりわけ新制度施行直後は、納付金の額を決定する際に医療費水準を

反映することとされたが、都道府県内市町村の意見を十分踏まえつつ、将来的には、都道府県での保険料水準の

統一を目指し、都道府県内の各地域で提供される医療サービスの均質化や医療費適正化の取り組み等を進めるこ

とが求められる。 

都道府県内市町村の意見を踏まえつつ、将来的には都道府県統一の保険料水準を目指すものの、管内で医療費

水準や保険料水準に格差がある都道府県の市町村は、まずは、公平・適切な保険料水準に近づけていくことが必

要であり、同時に、各都道府県が定める算定方式に対して統一化に向けて少しずつ市町村の現状の保険料算定方

式から変化させていく必要がある。  
 

令和３年度保険者努力支援制度（都道府県分）について （令和２年８月３日厚労省国民健康保険課長通知） 
  

（保険料水準の統一に向けた取組の実施状況） 

評価指標：連携会議等において保険料水準の統一の定義、前提条件等の具体的な議論を実施しており、かつ、 

     保険料算定方式の統一に向けた取組、標準保険料率と実際の保険料率の見える化等を実施 
  

 

 

 
 

第３章 納付金及び標準的な保険料（税）の算定方法    《今回提示》 
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３ 納付金及び標準保険料率の算定方法 

２（１）納付金の算定方法 
 （１）納付金制度は、県内国保加入者の医療費等を全市町村で負担する仕組みであり、その導入により、 

小規模保険者の財政リスクが軽減・緩和されるというものです。 
    納付金の算定方法は、県が定める国民健康保険条例に規定していすることとしますが、国のガイ 
   ドラインに示された算定方式を基本とし、各項目の考え方を次のとおりとして、本県では算定しま 

す。 
 
  <納付金の算定方法>    

原則として、納付金の額は、県全体の保険給付費の見込みを立て、市町村ごとの医療費水準や所得 
水準を考慮して配分額を決定する。      

   次の①～⑥は次頁の納付金算定のイメージに対応。 
 

  ① 県全体の保険給付費を推計 （過去３年間の伸び率を勘案して推計） 
  ② ①から国庫負担金等の公費を除き、県全体の納付金総額を算出 
  ③ ②の納付金総額に各市町村の年齢調整後の医療費水準を勘案 
  ④ ③に各市町村の県内の応能（所得割合）、応益（被保険者数割合や世帯割合）を反映。 
     （本県の場合は３方式を採用するが、４方式の場合、上記④の応能分に資産割合を追加。） 

  

              ＝ 県で必要な納付金総額 

                 × [１＋α×（年齢調整後の医療費指数－１）] 

                 × [β×(応能(所得)の割合)＋(応益(被保険者・世帯)の割合)]／(１＋β)×γ 
 
    
    ※ α（医療費指数反映係数）は、医療費指数をどの程度反映させるか調整する係数（０≦α≦１） 

        α＝１の場合、医療費指数を納付金の配分にすべて反映させる 

        α＝０の場合、医療費指数を納付金の配分にまったく反映させない 

     ※ β（所得係数）は、所得の割合をどの程度納付金の配分に反映させるか調整する係数。 

        全国の平均的な所得水準の都道府県の場合 

          ⇒ β＝１ 

          ⇒ 応益での配分納付金：応能での配分納付金＝ ５０：５０ 

     ※ γ（調整係数）は、各市町村の納付金基礎額の総額を、県の総額に合わせるための係数 
 
  ⑤ ④の納付金基礎額に各市町村固有の経費となる審査支払手数料等の加算、高額医療費負担金の 

減算等の増減を勘案 
  ⑥ 各市町村の納付金を決定 
 

 <納付金の算定イメージ> 
  
 
       

①   

 

                

          ×      ×    ＋    ±           ＝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期高齢交
付金や定率
国庫負担金
等公費 

② 
県で必要な
納付金総額 

 【②を市町村に配分する算定手順】 

⑤市町村ごとに増減 
  ･審査支払手数料    
  等の加算 
  ･国庫等高額療養費 

負担金等の減算 
 ・前期高齢者交付金の

精算分 
 ・基金返済分 等 

⑥ 
各市町村
の納付金 

 
① 
保 
険 
給 

付 
費 
総 

額 

③ 
各市町村
の年齢調
整後の医
療費水準 

④応能分 
（各市町村

の 所 得割
合） 

④応益分 
（各市町村
の被保険者
数割合・世
帯数割合） 

各市町村の納付

金基礎額 

（①～④） 

①～④ 
各市町村の納
付金基礎額の
算出 

※ 保険料水準の統一の 
ためには、⑤をなくす 
ことが必要。 

※ 保険料水準 
の統一のため 
には、③を０ 
にすることが 
必要。 



- 20 - 

 

   《事業費納付金算定に係る基本的な考え方 （上記算定方法を参照）》 

項目 算定県の方針 
 
Ⅰ  

国庫負担金等
の公費 

②関係 
【一部保留】 

 

 
・国等から交付される負担金等のうち、県分として配分される公費は、原則として保険料 
収納必要額の引下げ（県基金への積立てを含む。）のために活用すること。 

ただし、市町村のインセンティブを機能させるためにも活用する。 【保留】 
・保険者努力支援制度に係る都道府県分（都道府県向けの指標で評価する分のうち、従来 
分）については、全保険者に共通する経費を市町村ごとに配分し、残りを納付金総額から 
公費として差し引くこととします。 
・保険者努力支援制度の事業費連動分（拡充分）について、翌年度以降の調整財源とされ
ているがその活用方法を別途協議すること。 

・保険者努力支援制度の県評価分について、１市町村の取扱い変更により、県評価分の交 
付金が大幅に減額になる場合は、全体で負担すること。 
・国特別調整交付金（県分）経過措置分は、県全体の保険料収納必要額の引下げに活用す 

ること。 【保留】 
  

Ⅱ① 
医療費水準の
反映割合 
（αの設定） 

③関係 

 
・なお、医療費反映係数αの値は、その逓減時期について県内市町村の医療費水準の差異 
の状況や保険料（税）の統一化の状況を踏まえについて、市町村と協議の上の検討を踏ま 
え、毎年告示により示すこととします。 
・現状として県内市町村の医療費水準に差があること、医療費水準を納付金の配分に反映 
させるインセンティブについて医療費適正化の面での必要性等により、国が示す原則のと 
おり、納付金の算定に医療費水準を反映させることとします。 
 

⇒ R2 国ガイドライン 

新制度施行に際し 、都道府県内市町村間で医療費水準に差異がある都道府県においては、 
年齢調整後の医療費指数を各市町村の納付金に反映させることが考えられる（α＝１）。 

 その場合、将来的には、都道府県での 保険料水準の統一を目指すこととし、αを徐々に０ 
に近づけ、あるいは医療費指数を反映させないこと（α＝０）も可能とする。その際には 
都道府県は市町村の意見を十分反映することとする。 

⇒ H30 国ガイドライン 

新制度施行後は 、都道府県内市町村間で医療費水準に差異がある都道府県においては、 

年齢調整後の医療費指数を各市町村の納付金に反映させることが原則となる（α＝１）。   
Ⅲ② 

所 得 水 準 の 
反映割合 
（βの設定） 

（応益分と応能分

の按分割合） 

④関係 

 
・そのため、市町村との協議を踏まえ、国が示す係数を使用することとし、毎年告示によ 
り示すこととします。 
・具体的には、令和２年度平成 29 年度では国から所得係数０.８０0.78 が示されており、 
これによると、応能割：応益割＝０.８０0.78：１となります。 
 

⇒・βは所得水準をどの程度反映するかを調整する係数であり、具体的には県全体で応能割合と応
益割合との割合を定めるもので、全国平均を１とした場合の本県の所得水準での設定が原則とさ
れているます。 

⇒・また、基本的に所得水準が低い地域では、市町村が保険料率を決定する際に、国が定める所得 
係数を使用することで、保険料（税）の軽減対象に対する国の支援措置が手厚くなることから、 
保険者にとって有利になることが見込まれ、結果的に市町村の国保財政の安定につながるりま 

す。   
Ⅳ③ 

高額医療費の
共同負担 

⑤関係 

 
・本県としては、引き続き県費負担や国庫負担（高額医療費負担金、特別高額医療費共同 
事業負担金）により一定の負担緩和が行われること、既存制度との関連上、仕組みが複雑 
になることから、当該制度を実施しないこととします。（令和５年度までの取扱い） 
 

⇒・1件のレセプトが８０万円を超える高額医療費については、小規模な市町村において高額な医

療費が発生した場合のリスクの更なる緩和を図る仕組みですが、平成３０年度から新たに納付金
制度が導入され、機能が引き継がれることから、都道府県単位での高額医療費を共同負担する仕
組みの実施については任意とされているます。   

Ⅴ④ 
賦課限度額の
設定 

 
・賦課限度額（医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分）は、県内ではすべての市町 
村が政令で定める基準を使用していることから、本県においては政令どおりとすることし 
ます。   

Ⅵ⑤ 
応能分の按分
方法 

（算定方法の決定） 

④関係 

 
・納付金の算定に際して、資産割に関する様々な課題がある中で、資産割分として県内統 
一割合で配分することは、適正な納付金の設定とならないため、資産割を除く３方式で算 
定することとします。 
・３方式での算定に伴い、応能分は所得割のみとすることなります。  

 
Ⅶ⑥ 

応益分の按分 
方法  ④関係 

 
・応益割賦課額総額に占める均等割総額や平等割総額の割合について、現行の標準的な割 
合である３５：１５を基本として、均等割：平等割＝７０：３０とすることとします。  

 
Ⅷ⑦ 

納付金を算定
する対象 
①、⑤関係 

 
・国が示す対象範囲（療養の給付、入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療 
養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養 
費並びに前期高齢者納付金等）とすることします。 
・県が国保運営に要する事務費については、保険料で賄う費用ではないため、納付金には 
加算しないこととします。ただし、国保運営に係る委託費については、引き続き検討する 
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こととします。 
・特別医療費助成に係る国庫負担金の減額調整措置分（国保のペナルティ）について、そ 
の補てん方法については、別途市町村と協議して決定することします。 
・令和４年度納付金算定に向けて、次の経費を算定対象として協議すること。 

保健事業のうち特定健診・特定保健指導に要する経費 
出産育児一時金、葬祭費 

・その他給付費について、国保連携会議での議論を踏まえ、出産育児一時金、葬祭費は納 
付金の対象としないこととします。 

    ※ 後期高齢者支援金分、介護納付金分については、上記（１）ⅡⅣ①③を除いて、原則として上記医療分

と同様な考え方により按分することとします。 
 
 

（２３）激変緩和措置 
納付金方式の導入により、一部の市町村においては、保険料で集めるべき額が上昇する可能性が 

   あることから、その結果生じる被保険者への影響を考慮して、新制度への円滑な移行のために、次 
の激変緩和措置を講じることとします。 
   

【算定方針】  
○ 激変緩和は一人当たり保険料額の比較することとします。 
○ 算定年度一人当たり保険料額（試算結果）と起点となる年度一人当たり保険料額を比較した 

上で、県が定める一定割合を設定して、一定割合を超過する市町村に対し、激変緩和を行うこ 
といます。 

○ 一定割合の検討に当たっては、調整交付金（暫定措置分）、県繰入金（１号分）、特例基金な 
どの財源を最大限に活用し、可能な限り激変が発生しないよう配慮することします。 

○ 激変緩和措置の適用については、平成 35 年度令和５年度までとすることします。 
○ 比較先の起点となる年度は平成２９年度とし、県が定める一定割合については、市町村と協 

議して別途定めることます。  
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３２ 保険料（税）水準のあり方  ⇐  ２から移動 

（１）基本的な考え方 
   納付金の算定に当たっては、国が示しているガイドラインに基づき、医療費水準や所得水準を反 

映させた市町村ごとの納付金を決定し、これを基に各市町村がそれぞれ保険料（税）を決定する 
ことになります。 

   将来的な保険料率の統一化については、市町村の具体の意見を伺い、その合意事項については県 
国保運営協議会に諮ることとします。      
【国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイドライン）】（抜粋） 

 
○納付金の算定における医療費水準の調整について 
  多くの都道府県においては、 
   ・提供される医療サービスの水準の違いなどから、都道府県内の各市町村の医療費水

準に差があること。 
   ・医療費水準が保険料に反映されることで、市町村の医療費適正化機能が積極的に発

揮されること。 
  から、納付金の算定に医療費水準を反映させることとなる。 
○納付金の算定における所得水準の調整について 
  各市町村間で同じ保険料率であったとしても、その所得水準に応じて、集められる保険

料総額に違いが生じることから、各市町村の納付金を負担できる能力にも差が生じること
となる。こうしたことから、所得水準に応じて納付金の額を調整することが必要とされる。      

（２）激変緩和について 
    国保制度改革に伴い導入される納付金制度では、一部の市町村においては保険料（税）で集め

るべき額が上昇することが想定されるため、被保険者への影響を考慮して、可能な限り激変が生
じないように、引き続き激変緩和措置を講じながら、円滑に移行することとします。 

    ※ 詳細については、３（３）激変緩和措置を参照。  
（２）１保険料（税）に関する現状 

ア（１）保険料（税）の賦課方法 
      国保事業に要する費用をまかなう方法として、根拠法により次の２種類の賦課・徴収方法が認め 
    られており、令和２年度の県内の状況は以下のとおりです。 

       

方 式 根拠法 実施市町村数 備 考 

保険料方式 国民健康保険法     ３ 鳥取市・米子市・倉吉市 

保険税方式 地方税法    １６ 上記以外の市町村 
 

      《参考》 

方 式 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

保険料方式 

保険税方式 

H29 ３市町村 

１６市町村 

H30 ３市町村 

１６市町村 

R1 ３市町村 

１６市町村 
 

イ（２）保険料（税）算定方式 
    令和２年度の保険料（税）の賦課算定方式としては、の県内の状況は以下のとおりです。 

平成 29 年度時点では、県内すべての市町村が４方式（所得割・資産割・均等割・平等割）を採 
用しています。 

             

方 式 
実施 

市町村数 
備 考 

３方式 ６ 鳥取市・米子市・倉吉市・境港市・八頭町・大山町 

４方式 １３ 上記以外の市町村 
 
      賦課方式としては、法（国保税にあっては、地方税法）で次の方式が定められています。 

４方式（所得割、資産割、均等割、平等割を組み合わせる方式） 
３方式（所得割、均等割、平等割を組み合わせる方式） 
２方式（所得割、均等割を組み合わせる方式） 
 
⇒ 「所得割」は、所得に応じて賦課する部分  「資産割」は、資産に応じて賦課する部分 

           「均等割」は、被保険者１人当たり均等に賦課する部分 

 「平等割」は、１世帯当たり均等に賦課する部分 
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       《参考》 

方 式 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

３方式 

４方式 
H29 ０市町村 

１９市町村 
H30 ２市町村 

１７市町村 
R1 ３市町村 

１６市町村 
 

ウ 保険料（税）一人当たり調定額 

  令和２年度の保険料（税）の一人当たり調定額は、以下のとおりです。 
       

保険（料）税額 
該当 

市町村数 
備 考 

調 

定 

額 

110 千円以上 ４ 北栄町、琴浦町、日吉津村、日南町 

100 千円以上 

110 千円未満 
１２ 鳥取市、米子市、倉吉市、境港市、岩美町、若桜町、湯梨浜町、

三朝町、南部町、大山町、日野町、江府町 

100 千円未満 ３ 八頭町、智頭町、伯耆町 

 
   ※ 令和２年度市町村別国民健康保険料（税）率決定状況、国民健康保険料（税）率決定状況（年 

次推移）は、別冊に規定 
 

エ（３）応能割と応益割の賦課割合 
   応能割（所得割及び資産割）と応益割（均等割及び平等割）の負担割合は、５０：５０が標準 

とされていますが、令和２年度の県内の市町村においては、以下のとおりで全般的に応能割の割
合が高い状況です。 

       

応能割 
該当 

市町村数 
備 考 

医

療

分 

５０％超 ８ 湯梨浜町、北栄町、琴浦町、南部町、伯耆町、日吉津村、日南町、日野町 

５０％ １ 岩美町 

５０％未満 １０ 上記以外の市町村 

後

期

支

援

分 

５０％超 ９ 湯梨浜町、北栄町、琴浦町、南部町、伯耆町、日吉津村、日南町、日野町、

江府町 

５０％ ２ 境港市、岩美町 

５０％未満 ９ 上記以外の市町村 

介

護

分 

５０％超 ８ 境港市、湯梨浜町、北栄町、琴浦町、南部町、日吉津村、日南町、日野町 

５０％ １ 岩美町 

５０％未満 １０ 上記以外の市町村 
 

 

オ（４）賦課限度額の設定状況 
    県内の市町村の賦課限度額については、すべての市町村が国民健康保険法に基づき政令で定め 

る額を設定されているため、賦課限度額を法令で定める額として適用します。 

 

 



- 24 - 

 

カ（５）保険者間における地域差の状況 
     保険者間における地域差の状況を見るとは以下のとおりですが、一人当たり保険料（税）で最 

    大が日吉津村北栄町で１２.７12.1 万円、最小が伯耆町日野町で８.９8.7 万円と、約１.４倍の 
差があります。 

     また、一人当たり医療費の状況では、最大が江府町で５５.２48.5 万円、最小が北栄町で 
３６.４35.0 万と、約１.５1.4 倍の差があります。 

 

項  目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

 
一人当たり 
医療費 

県平均 H28 380,398 円 H30 401,962 円 R1 408,760 円 

最大市町村 

 
最小市町村 

 

地域差 

（江府町） 
485,282 円 

（北栄町） 
350,378 円 

1.39 倍 

（江府町） 
531,065円 

（智頭町） 
362,666 円 

1.46 倍 

（江府町） 
552,053 円 

（智頭町） 
364,313 円 
1.52 倍 

 
一人当たり 
所得額 

県平均 H28 482 千円 H30 509 千円 R1 集計中 

最大市町村 

 

最小市町村 

 

地域差 

（北栄町） 
651 千円 

（日野町） 
365 千円 
1.78 倍 

（北栄町） 
770 千円 

（江府町） 
367 千円 
2.10 倍 

 

 
保険料（税） 
一人当たり 
調定額 

県平均 H28 102,710 円 H30 103,939 円 R1 104,659 円 

最大市町村 

 

最小市町村 

 

地域差 

（北栄町） 
120,545 円 

（日野町） 
87,355 円 
1.38 倍 

（北栄町） 
126,915 円 

（江府町） 
88,123 円 
1.44 倍 

（日吉津村） 
127,383 円 

（伯耆町） 
89,245 円 
1.42 倍 

 
賦課割合 
（応能割分） 

医療分 

 

 

県平均 H29 51.5％ H30 51.1％ R1 50.9％ 

最大市町村 

 

最小市町村 

 

地域差 

（日吉津村） 
59.2％ 

（倉吉市） 
48.3％ 
1.23 倍 

（琴浦町） 
57.4％ 

（智頭町） 
43.9％ 
1.31 倍 

（琴浦町） 
57.7％ 

（智頭町） 
42.8％ 
1.35 倍  

賦課割合 
（応能割分） 
後期支援分 

 

県平均 H29 51.7％ H30 51.0％ R1 50.6％ 

最大市町村 

 

最小市町村 

 

地域差 

（日南町） 
59.9％ 

（三朝町） 
43.4％ 
1.38 倍 

（日南町） 
60.1％ 

（智頭町） 
43.3％ 
1.39 倍 

（日南町） 
60.1％ 

（智頭町） 
42.2％ 
1.42 倍 

 
賦課割合 
（応能割分） 

介護分 

 

県平均 H29 50.5％ H30 49.1％ R1 49.2％ 

最大市町村 

 

最小市町村 

 

 

地域差 

（日吉津村） 
62.9％ 

（若桜町） 
39.1％ 

 
1.61 倍 

（日南町） 
57.6％ 

（日南町・ 
江府町） 

42.7％ 
1.35 倍 

（日南町） 
57.3％ 

（若桜町） 
41.2％ 

 
1.39 倍 

  
人口に占め
る被保険者
の割合 

県平均 H28 23.8％ H30 21.4％ R1 20.9％ 

最大市町村 

最小市町村 

 

 

地域差 

（北栄町） 
30.1％ 

（江府町） 
20.6％ 
1.46 倍 

（琴浦町） 
28.0％ 

（米子市） 
20.0％ 
1.40 倍 

（北栄町） 
26.8％ 

（境港市） 
19.2％ 
1.40 倍 

 
国保被保険
者全体にお
ける前期高
齢者（65―74 
歳）の割合 

県平均 H28 44.8％ H30 48.9％  R1 49.7％ 

最大市町村 

最小市町村 

 

 

地域差 

（日野町） 
59.1％ 

（北栄町） 
41.2％ 
1.43 倍 

（日野町） 
63.0％ 

（北栄町） 
46.4％ 
1.36 倍 

（日野町） 
62.2％ 

（北栄町） 
47.6％ 
1.31 倍 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」、住民基本台帳人口（年報） 

 表 （市町村ごとの）「賦課状況」、「一人当たり医療費」、「一人当たり所得額」、「保険料（税）一人当たり調定

額」、「現年分の収納率」、「人口構造：人口に占める被保険者の割合」、 

「国保被保険者全体における前期高齢者（65―74 歳）の割合」は別冊で規定 
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４（２）標準保険料率の算定方法  ⇐  ３から移動 
 

県は市町村に対し、「市町村標準保険料率」を示し、市町村はその「市町村標準保険料率」を参 
考に、自らの市町村の保険料率を決定することとなります。 

   県が行う市町村標準保険料率の算定方法は、納付金と同様に、国のガイドラインに示された算定 
方式を基本とし、各項目の考え方を次のとおりとして、本県では算定します。 
 【一部保留】 

   なお、標準保険料率は、将来的な保険料水準統一に向けた指標として活用します。 
 

 ＜標準保険料率の算定方法＞    
○ 県は、各市町村が納付金を納めるために参考となる標準保険料率を示す必要がある。 
○ その際には、県の標準的な算定方式として納付金を３方式で算定することとしているため、３方 
 式を原則とする。  

      ※ 次の①～⑦は下図（標準保険料率算定のイメージ）に対応。 

            所得割… 所得に応じて賦課する部分 

              均等割… 被保険者１人当たり均等に賦課する部分 

              平等割… １世帯当たり均等に賦課する部分 

   ① 前述納付金の算定により、県から示される市町村が県に納める納付金 
② ①から直接市町村に交付される保険者努力支援制度分等の公費を除き、市町村が保険料で集 

める総額を算出 
③ ②に各市町村独自の保健事業や条例減免額等を加算し、市町村が保険料で集める総額を算出 

    ④ ③を各市町村の標準的な収納率で割り戻して調整後の保険料総額を算出 
⑤ ④の調整後の保険料総額を標準割合や算定方式等に基づき、所得割賦課総額、均等割賦課総 
額、平等割賦課総額を算出 

⑥ ⑤の各賦課総額をそれぞれ県内の総所得、総固定資産税額、被保険者総数、総世帯数で除す 
    ⑦ 各市町村の標準保険料率を算定 （参考として提示） 

 
<標準保険料率算定のイメージ> 
 

 

   

       

 

 

 

 

 

 
 
 

《標準保険料率算定に係る基本的な考え方 （上記算定方法を参照）》 
 

項 目 算定県の方針 
 
①標準保険料率
の算定に係る
標準的な算定
方式 

 
・保険料率の算定方式については、３方式を採用している市町村と４方式を採用している 

市町村に分かれている現在、県内すべての市町村が４方式を採用していますが、標準保険 

料率の算定に当たっては、納付金と同様に３方式とすることします。 

 
②標準的な収納
率 

 
・このため、標準的な収納率の設定については、県内市町村の収納率の実態を踏まえた実 

現可能な水準としすること、かつ低い収納率に合わせることをしないように留意しつつ、 

具体的には直近過去３年間の収納率の平均とすることとします。 
 

⇒・標準的な収納率は、市町村における収納率目標とは異なり、県が市町村の標準保険料率を算 
定するに当たって基礎となる数値で、す。仮に実態よりも大幅に高い収納率となる標準保険料 
率を算定した場合、この標準保険料率を参考にした市町村は、本来必要な保険料（税）を確保 

することが困難になる恐れがあるります。   
③各市町村の 

個別経費 

 
・各市町村の個別の経費（健康づくり等の保健事業等）を含めて、算定することとします。  

保険者努力
支援制度の
市町村向け
公費 等 

③ 
保健事業
や条例減
免額等 

②保険料 
 徴収額 

  ⑤ 
・標準割合 
・算定方式 

⑥ 
各賦課総
額を各総
額等で除
算 

⑦ 
標準保険 
料率の算 
出 ＋ 

① 
市町村
が納め 
る納付
金 

①～③ 
各市町村の標準保険
料率の算定に必要な
保険料総額を算出 

× 

①～④ 
市町村ごとの
調整後の 
保険料総額を

算出 

④市町村ご 
との収納率 
(直近 3 ヵ年の

平均) 

①～⑤ 
各賦課総額
を算出 

＝ 

保険料率の
構成 
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１ 保険料（税）徴収の現状 
 
（１）保険料（税）徴収の状況 

 
県内市町村の保険料（税）徴収の状況は以下のとおりですが、県内市町村の平均収納率は令和元 

  年度９４．８１％と上昇傾向にあります。 
市町村ごとの収納状況については、町村部は収納率が高く、市部は低い傾向にあり、最大約 

４.９３％の収納率（地域差で１.０５倍）の差となっていますが地域差は縮小傾向になっています。 
 なお、保険料と保険税では、債権の時効期間の満了が２年間と５年間と異なっています。 

 

項 目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

収納率 

（現年度分） 

全 国 H27 91.45％ H30 92.85％ R1 － 

鳥取県 

 

最大市町村 

 

最小市町村 

 

地域差 

92.52％ 

（２４位） 

（若桜町） 

99.38％ 

（米子市） 

89.02％ 

1.12 倍 

94.24％ 

（１９位） 

（北栄町） 

98.70％ 

（米子市） 

92.26％ 

1.07 倍 

94.81％ 

    － 

   （北栄町） 

98.53％ 

（鳥取市） 

93.60％ 

1.05 倍 
 
収納率 （９７％超の市町村数） H27 ８ H30 ７ R1 ５ 

収納率 

（過年度分） 

全 国 H27 20.47％ H30 23.04％ R1 － 

鳥取県 

最大市町村 

 

最小市町村 

地域差 

23.92％ 

（北栄町） 

38.97％ 

（江府町） 

5.30％ 

7.35 倍 

28.32％ 

（北栄町） 

58.65％ 

（日野町） 

7.69％ 

7.63 倍 

28.45％ 

（北栄町） 

67.53％ 

（日野町） 

4.27％ 

15.81 倍 
 
滞納世帯・ 
割合 

世帯数 H27 82,139 世帯 H30 75,654 世帯 R1 74,270 世帯 

滞納世帯数 

滞納世帯割合 

最大市町村 

 

最小市町村 

 

地域差 

10,948 世帯 

13.33％ 

（境港市） 

19.76％ 

（若桜町） 

1.31％ 

15.08 倍 

7,916 世帯 

10.46％ 

（米子市） 

14.13％ 

（北栄町） 

1.56％ 

9.06 倍 

6,824 世帯 

9.19％ 

（米子市） 

11.80％ 

（日野町） 

1.74％ 

6.78 倍 

不納欠損額 

（一人当たり） 

鳥取県 

最大市町村 

 

最小市町村 

 
 

 

地域差 

H27 3,414 円 

（鳥取市） 

5,559 円 
（大山町、 

日南町、 
日野町） 

   0 円 
 

5,559 円 

H30 2,105 円 

（鳥取市） 

3,544 円 

（江府町） 

   0 円 

 
 

3,544 円 

R1 1,798 円 

（鳥取市） 

3,102 円 

（八頭町、 

     日野町 

江府町） 

   0 円 

3,544 円 

令和元年度収納目標未達成 （０市町村） 

【運営方針の収納目標】 以下の保険者規模別収納率と３年平均のいずれか高い収納率 
 

９５％ （年間平均一般被保険者数：５千人未満）   

９３％ （年間平均一般被保険者数：５千人以上３万人未満） 

９１％ （年間平均一般被保険者数：３万人以上）        

            出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 

※ 表「各市町村保険料の収納率（現年度分・過年度分）の推移」、「各市町村滞納世帯数・割合」、  

「各市町村滞納率（調定額全体に占める滞納繰越分）（一般分）」は別冊で規定 

 

 

第４章 保険料（税）の徴収の適正な実施 
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（２）市町村の収納対策の実施状況 

県内の収納対策の実施状況は、以下のとおりです。 
 

項   目 
第１期運営方針の 

基準年度 
直近年度の状況 

口座振替率 全国 H27 40.12％ H30 39.55％ R1 － 

鳥取県 

最大市町村 

 

最小市町村 
 

地域差 

36.95％ 

（日南町） 

79.47％ 

（八頭町） 

4.42％ 

17.98 倍 

   38.68％ 

（日南町） 

79.42％ 

（江府町） 

8.38％ 

9.48 倍   

     38.98％ 

（日南町） 

80.45％ 

（岩美町） 

26.14％ 

3.08 倍 

収納体制の 

強化 

コールセンター

の設置 

H27 １市町村 H30 １市町村 R1 １市町村 

徴収方法 

改善等 

コンビニ収納 

ペイジーによる

手続の簡素化 

多重債務相談 

H27 ７市町村 

２市町村 

 

８市町村 

H30 ８市町村 

２市町村 

 

１０市町村 

R1 ８市町村 

２市町村 

 

１０市町村 

滞納処分 財産調査 

差押え 

捜索 

タイヤロック 

H27 １８市町村 

１７市町村 

１２市町村 

８市町村 

H30 １８市町村 

１７市町村 

１１市町村 

８市町村 

R1 １８市町村 

１８市町村 

１１市町村 

 ８市町村 

出典：国民健康保険事業年報、国民健康保険事業の実施状況報告、予算関係等資料（滞納者対策に関する調査） 

    ※ 「市町村収納対策の実施状況等」は別冊で規定 
 

２ 収納対策 

（１）収納不足に対する要因分析と収納率目標の設定 
県が設定する収納率目標については、次表の「保険者規模別収納率」と市町村ごとの過去３年間 

の平均収納率（０.９７を超える場合は、０.９７とする。）（以下「標準的収納率」という。）と比べ 
て、いずれか高い率を毎年度の「収納率目標」とすることとします。 
また、県は、収納率が低く、収納不足が生じている市町村から、収納不足の要因の分析（滞納状 

況、口座振替率、人員体制等）の報告を受けた上で、収納率を向上させる観点から、県･市町村で 
十分な協議の上、実現可能性や各市町村の収納率の実態を踏まえ、必要な助言を行います。 
   

       ＜保険者規模別収納率＞ 

年間平均一般被保険者数 保険者規模別収納率 （※） 

 ５千人未満 ０.９５ 

 ５千人以上～３万人未満 ０.９３ 

 ３万人以上 ０.９１ 

         ※ 当該収納率は、「鳥取県市町村国民健康保険広域化等支援方針」の収納率目標を準用 
 

（２）収納率向上等のための取組 

   ア 県の取組 
 

  上記要因分析と収納率目標を設定した上で、必要な対策を整理し、収納率目標達成のために 
次の取組を進めます。  

〇 収納率目標を達成した市町村に対し、次の考え方で県交付金（特別調整交付金（県繰入金 
２号分）をいう。以下同じ。）を交付すること。  
・ 収納率目標を達成した場合に、別に定める額の交付 
・ 収納率目標から一定割合超えた収納率を達成した場合には、別に定める額の追加交付 

        ・ 過年度収納率の向上に対し、別に定める割合に応じて別に定める額の交付 
〇 収納率向上に積極的に取り組んでいる先進事例等の横展開を図るため、市町村に対し情報 

提供すること。 
       〇 市町村担当職員への収納対策研修会について、内容の一層の充実を図ること。 
       〇 令和元年１０月に定めた国民健康保険短期被保険者証・資格証明書に係る標準的な交付基 

準について、各市町村の現状を踏まえ、より具体的に交付基準などを統一できるかを引き 
続き検討すること。  

       

    イ 市町村の取組 
 

      収納率向上のため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支援制度評価指標等を準用して、 
     取組指標を設定し進捗管理を行います。  
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〇 収納率目標を踏まえ、収納不足の要因分析(滞納状況、口座振替率、人員体制等)を行うと 
ともに、必要な対策について整理した徴収計画を定めること。 

〇 滞納者の状況に応じ、通常に比べ更新または検認の期間が短い被保険者証を交付するなど、 
被保険者証の交付方法を工夫して納付相談の機会の確保を図り、滞納者を解消に努めること。 

〇 被保険者が、再三の督促、催告にもかかわらず納入、催告に応じない場合には、負担の公 
   平の観点から差押予告通知書を送付し、積極的に差押えを行うこと。 

〇 保険料(税)の不納欠損処分については、資産の状況等の調査結果に基づきやむを得ないも 
   のに限り厳正に行うこと。 

 

【取組指標】 
     ・保険料（税）収納率 

・保険料（税）収納対策状況  （保険料（税）収納率の確保・向上、外国人被保険者への周知） 
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１ 資格管理の現状 
 

（１）国保の加入届は、１４日以内に行う必要があります。この届出が遅延した場合、保険料（税）を遡 
  って納付する必要があり、未収金の発生原因になります。また、医療機関に受診する際、全額自己負 

担の上、後日、療養費の支給申請を行う必要があります。 
なお、被保険者資格取得における遡及適用期間は以下のとおりですが、３月以上の場合、未収金が

発生しやすくなるとされています。  
 

《保険者資格取得における遡及適用の件数及び割合（令和元年度）》 
 

年度 
年間取得届 

処理件数 

３月以上の

件数 

３月以上 

の割合 

３月以上

６月未満 

６月以上 

１年未満 

１年以上 

２年未満 

２年以上 

Ｈ３０ 19,081 件 1,175 件 6.16% 586 件 282 件 189 件 118 件 

Ｒ１ 18,869 件 1,042 件 5.52% 523 件 259 件 144 件 116 件 
 

※ 表 「市町村別被保険者資格取得における遡及適用の件数及び割合」は別冊で規定 

 
（２）本県における市町村国保の外国人被保険者の状況は、以下のとおりです。 
   なお、在留外国人不適正事案が発生した場合は、国に通知することとされていますが、本県におい 

ては平成３０年度、令和元年度とも事案の発生はありませんでした。 
 

《外国人に対する国民健康保険の適用状況》  

 

年度 世帯数 

被保険者数 
 
（全体に占
める割合） 
 

年齢構成 在留資格別（主なもの） 

40 歳 

未満 

40 歳 

～65 歳 

65 歳 

～74 歳 

永住者 留  学 特  別 

永住者 

特定 

技能 

技能 

実習 

Ｈ３０ 885 1,120 

(0.9%) 
662 336 122  219    

Ｒ１ 1,094 1,316 

(1.1%) 
755 434 127 315 302 258 13 129 

Ｒ２ 1,025 1,212 

(1.1%) 
678 411 123 305 289 245 4 75 

 
     出典：予算関係資料 

      ※ 在留資格については、令和元年度から詳細に報告することになった。 

（H30 は、永住者、特別永住者、特定技能及び技能実習が「その他」で集計されたため、不明） 

 

２ 資格管理の適正化対策 
 
（１）県の取組 

 
市町村が適正な資格管理のため、２年に１回実施する事務打合せの際に、助言を行います。   

（２）市町村の取組 
 

適正な資格管理のため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支援制度評価指標を準用して、取組 
指標を設定し進捗管理を行います。  

〇 未適用者を早期かつ的確に把握し、早期適用を促進するとともに、遡及適用者については的 
 確に遡及賦課を行うこと。 
〇 外国人の適用について、適正に行うこと。 
〇 居所不明の被保険者に係る資格喪失の確認については、市町村が定めた取扱要領に基づき的 
 確に行うこと。 
 

【取組指標】 

     ・ 適用の適正化状況 

（居所不明被保険者の調査、所得未申告世帯の調査、国民年金被保険者情報を活用した適用の適正化）

第４章の２ 資格管理の適正な実施 
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１ 保険給付の現状 
 

（１）療養の給付 
 

ア 保険医療機関等が国保保険者の診療等を行った場合は、診療報酬等を国保連合会に請求すること 
 とされており、国保連合会において、その一次点検を行い、診療報酬等を支払います。 
  一次点検は、請求された診療報酬明細書及び調剤報酬明細書（以下「レセプト」という。）のみ 
で審査を行いますが、前月までのレセプトや介護保険の請求書との突合等を行う点検（以下「二次 
点検」という。）については以下のとおり、従来、多くの市町村が直営で行っていましたが、令和 
２年度の状況は、１０市町村が国保連合会に委託して実施しています。 

 

項   目 
第１期運営方針の 

基準年度 
直近年度の状況 

レセプト 

点検 

点検の状況 

民間委託 

 

嘱託職員等 

H27 

 

 

 ４市町村 

（民間） 

 １５市町村 

 

H30  

 

 

 

４市町村 

（民間） 

１５市町村 

R1  

 

 

 

７市町村 

（国保連） 

１２市町村 

一人当たり 

財政効果額 

鳥取県 

全 国 

H27  1,897 円 

 1,864 円 

H30 1,543 円 

  2,169 円 

R1  1,180 円 

     － 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」 
 
 

イ 平成３０年度から県も保険者となり、市町村を超える広域的な観点での保険給付の点検を行うこ 
ととされ、県では国保情報集約システムにより、県内他市町村への転居後の請求情報についても県 
が保険者として把握が可能になり国保連合会に保険給付の二次点検を委託して実施しています。 

 

（２）療養費等の支給 
 
   ア 海外療養費及び海外出産に係る出産育児一時金 
 

被保険者が急病等により海外の医療機関で療養を受けた場合、市町村は、法第５４条の規定に 
基づく療養費（以下「海外療養費」という。）を支給できることとされ、また、被保険者が海外 
で出産した場合、市町村は、法第５８条の規定に基づき、条例の定めるところにより、当該出 
産の事実を確認した上で、出産育児一時金（以下「海外出産に係る出産育児一時金」という。） 
を支給することとされています。 
海外療養費及び海外出産に係る出産育児一時金の支給にあたっては、市町村において適切な審 

査の実施に努めているところですが、海外療養費及び海外出産に係る出産育児一時金の不正請求 
事案が明らかになり、国からこうした不正請求について、海外療養費における不正受給対策につ 
いて、引き続きその周知や実施の促進を図ることとされたところです。 

  本県の海外療養費及び海外出産に係る出産育児一時金の支給状況は以下のとおりですが、不正 
事案の報告はありませんでした。  

 
 
 
 
 

  

 

 
 

イ 柔道整復師の施術 
 

療養費は、本来患者が費用の全額を支払った後、自ら市町村へ請求し支給を受ける「償還払」 
が原則ですが、柔道整復師の施術については、例外的な取扱いとして、被保険者が自己負担分を 
柔道整復師に支払い、柔道整復師が患者に代わって残りの費用を市町村に請求する「受領委任」 
という方法が認められています。このため、多くの整骨院・接骨院等の窓口では、病院・診療所 
に受診したときと同じように自己負担分のみ支払うことにより、施術を受けることができます。 

本県の柔道整復師の施術に係る療養費の支給状況は以下のとおりですが、不正事案の報告はあ
りませんでした。 
 

項   目 
第１期運営方針の 

基準年度 
直近年度の状況 

海外療養費の支給実績 支給件数 

支給額 

H27 40 件 

1,013 千円 

H30 5 件 

32 千円 

R1 11 件 

2,781 千円 

海外出産に係る出産育児

一時金 
支給件数 

支給額 

H27  H30 2 件 

808 千円 

R1 7 件 

2,828 千円 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」 

第５章 保険給付の適正な実施 
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（３）その他 
 

ア 第三者求償の取組強化 
 
     交通事故等の第三者（加害者）の行為によるケガや病気の治療にかかる費用は、原則として第 

三者が負担すべきものですが、第三者の行為によってけがや病気をした場合でも、届出により国 
保で医療を受けることができます。その場合、本来第三者が負担すべき費用を市町村が一時的に 
立替えており、市町村は後日、第三者に対して損害賠償金として立替えた費用を請求する（＝求 
償）こととなります。 
国の基準では、第三者行為による被害に係る求償事務の取組の底上げを図るため、ＰＤＣＡ 

サイクルを循環させて、継続的に求償事務の取組強化を図るため、被害届の自主的な提出率や 
被害届受理日までの平均日数の目標を定めて求償事務の計画的な取組を進めていくこととされ 
ています。 
 本県の取組の状況は、以下のとおりです。  
  《第三者求償の取組状況》  

項  目 
目標設定市町村数 

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

被害届の自主的な提出率 １５ １６ １７ 

被害届受理日までの平均日数 １５ １６ １７ 
 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」 
 

※ 表「求償専門員の配置状況」、「第三者求償に係る取組別の市町村数の状況」は削除 
 

イ 大規模な不正請求事案への対応 
 

県と中国四国厚生局が保険医療機関等へ個別指導を行うことにより、請求内容に誤りが判明し 
た場合には、大半が国保連合会に過誤調整を依頼して市町村に返還する事務を行っていますが、 
監査が実施され、その結果、不正請求事案が確認され、保険医療機関や保険医の取消により当該 
医療機関が廃業等で存在しなくなった場合、過誤調整による返還金の徴収ができなくなります。 

     こうした場合、複数の市町村が対象となることもあり、広域的な観点から効果的、効率的に返 
還金の徴収を行うこと、市町村の事務負担軽減に資すること、国保の事業運営に対する信頼性を 
高めることなどの理由により、県が市町村の委託を受けて一括して不正請求分の返還を求める取 
組を行うこととし、平成３１年３月に定めた保険医療機関等の不正利得回収事務処理要綱に基づ 
き、事案が発生した場合には、迅速かつ適正に対応することとしていますなどの理由により、県 
が市町村の委託を受けて一括して不正請求分の返還を求める等の取組を行うことについて、市町 
村と協議･検討することとします。 
令和元年度は、事案がありませんでした。 

 

２ 保険給付の適正化対策 
 

（１）療養の給付 
 
  ア 県の取組 

    適正な保険給付のため、次の取組を行います。 
 
   （ア）広域的な観点での保険給付の点検 

情報集約システムを活用し、一次点検済みのレセプトのうち、県内の市町村間の住所異動が 
あった被保険者について、横覧点検、縦覧点検、医科レセプトと調剤レセプトとの突合点検を 
国保連合会に委託し実施すること。  

（イ）レセプト点検の充実強化 
     〇 市町村が行うレセプト点検水準の底上げを図り、効率的に二次点検を行うことができるよ 
      う必要な支援を行うこと。 

項    目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

柔道整復の

施術 

 

支給件数 

支給額 

H27 17,213 件 

106,623 千円 

H30 16,165 件 

103,142 千円 

R1 15,702 件 

100,110 千円 

一件当たり 

支給額 
全国 

鳥取県 

8,034 円 

6,169 円 

7,530 円 

6,312 円 

－ 

6,376 円  
一人当たり 

支給額 
全国 

鳥取県 

3,609 円 

824 円 

3,011 円 

862 円 

－ 

855 円 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 
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     〇 点検水準の向上のため国保連合会と共催して開催しているレセプト点検員の研修会につ
いて、内容の一層の充実を図ること。 

     〇 県配置のレセプト点検員を必要に応じて市町村へ派遣して、現地での個別助言を実施する 
      こと。 
     〇 市町村のレセプト点検員が疑問に思うレセプトについて、同一システム画面を見ながらタ 
      イムリーな指導助言等の支援を行うこと。 

〇 レセプトは大切な個人情報であり、管理を徹底し、その取扱いを慎重に行うこと。  
  （ウ）市町村のレセプト点検の共同化 

〇 特に町村部での負担軽減の意見も強く、今後の検討していくこと。 
  市町村の人員体制の状況を踏まえ、各市町村において検討していくこと。  

イ 市町村の取組 
適正な保険給付のため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支援制度評価指標を準用して、 

取組指標を設定し進捗管理を行います。  
〇 被保険者資格の点検、調剤報酬明細書との突合、縦覧点検などについて、強化された国保 
 連合会のレセプト審査機能を活用する等より効率的な調査を実施すること。 
 

【取組指標】 

・レセプト点検の充実強化 
 
（２）療養費等の支給 
 

ア 海外療養費及び海外出産に係る出産育児一時金 
 

   （ア）県としての取組 
適正な保険給付のため、次の取組を行います。 

      〇 翻訳や診療内容の審査等の市町村事務の効率化や不正請求の防止対策を一層推進する 
       ため、処理件数が少なくノウハウ等が蓄積されにくい市町村に対して、必要な情報提供等 

の支援を行うこと。  
（イ）市町村の取組 

適正な保険給付のため、次の取組を行い、併せて、取組指標を設定し進捗管理を行います。  
〇 海外療養費及び海外出産に係る出産育児一時金について国が定めた不正請求対策等を 
 実施することとし、事案が判明した場合は、県を通じて国に報告すること。 

 

【取組指標】 

 ・不正請求対策の実施 
 

   イ 柔道整復師の施術 
 
（ア）県としての取組 

 
適正な保険給付のため、次の取組を行います。  
〇 市町村等から不正事案の疑いの情報提供があった場合には、事案を厚生局に通知するこ 
と。 

 

（イ）市町村の取組 
 

適正な保険給付のため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支援制度評価指標等を準用し 
て、取組指標を設定し進捗管理を行います。  

〇 柔道整復師の施術については、多部位、長期又は頻度が高い施術を受けた被保険者等へ 
 の調査並びに保険適用外の施術についての被保険者への周知徹底を図ること。 

 

【取組指標】 

・ レセプト点検の充実・強化 

     ・ 柔道整復療養費に関する患者調査の実施 
 

３ その他 
 
（１）第三者求償の取組強化 
     

ア 県としての取組 
 

第三者求償の取組を強化するため、次の取組を行います。 
〇 市町村の求償事務の取組状況を把握するとともに、数値目標の設定、対象被保険者の特定・ 

確認等の求償事務が実施できるよう、国保連合会とも連携しながら、助言等の支援を行うこ 
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と。 
〇 市町村の求償事務担当者に向けて、求償制度の理解と資質向上を目的に、国保連合会が開 
催する求償事務研修会に協力すること。 

        〇 交通事故により保険を利用した場合、保険者への届出が義務化されていますが、県民の制 
        度の不知により実態として届出が十分行われていない現状にあることから、国保連合会と連 

携して、広報の充実に努めるとともに、関係機関（医療機関、警察、消防機関等）への働き 
かけを行うこと。 

イ 市町村の取組 
第三者求償の取組を強化するため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支援制度評価指標 

を準用して、取組指標を設定し進捗管理を行います。 
〇 国保連合会の活用や適切な法的措置を講じることなどにより、適切に第三者に対し損害賠 
 償請求すること。 
〇 第三者行為に伴う傷病届の提出等について、被保険者等への周知・広報等を実施すること。 
 

【取組指標】 

・ 第三者求償の取組状況 
 

（２）大規模な不正請求事案への対応 
 

大規模な不正請求事案への対応のため、県として次の取組を行います。  
〇 事案が発生した場合には、平成３１年３月に定めた保険医療機関等の不正利得回収事務処理要 
綱に基づき、迅速かつ適正に対応すること。  

（３）高額療養費の多数回該当の取扱い 
 

 ア 制度の概要 
 

 平成３０年度から県も国保の保険者となり、被保険者の住所区分が県全体となることから、被 
保険者が市町村を超えた住所異動した場合でも、それが同一県内であり、世帯の継続性が保たれ 
ている場合には、平成３０年度以降に発生した、転出地における当該被保険者の高額療養費の多数 
回該当に係る該当回数を転入地に引き継ぎ、前住所地から通算する取扱いとなります。  

※ 高額療養費とは、被保険者が療養の給付について支払った一部負担金の額が一定の額（自己負担限度額）

を超えた場合、市町村に申請することにより認められれば、超える部分について給付される制度であり、直

近１２月間に３回以上給付されている場合は、４回目以降の自己負担限度額がさらに引き下げられます。 
 

  イ 世帯の継続性の判断 
 

    世帯の継続性に係る判定、高額療養費の計算方法や申請勧奨事務に係る取組について、県単位で 
高額療養費の多数回該当を適切に把握するため、市町村と国保連合会をつなぐ国保情報集約システ 
ムを活用し、市町村間で同一の事務運用となるよう標準化を進め、国基準のとおり、世帯主に着目 
して世帯の継続性を判定する運用を行っています。 
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１ 取組の方向性 
 

急速な少子高齢化の中、県民の生活の質や向上を図りつつ、国保制度を将来にわたって持続可能な制 
度とするためには、今後、医療費が過度に増大しないようにすることが求められています。 
そのためには、県・市町村ともに健康づくりの推進、重症化の予防、医薬品の適正使用、後発医薬品 

の促進等により、健康寿命の延伸と国保財政の支出面の中心となる医療費の適正化を図ることで、医 
療費の上昇を抑制するとともに、県民にとっても医療負担等の軽減につながるような取組を進めます。 
 

（１）市町村の健康づくりへの取組評価・促進策 
 
   健康づくりへの取組や医療費水準などについて現に市町村間に格差があるのに、保険料（税）を統 

一することで不公平感が生じ、医療費適正化の取組へのディスインセンティブとならないような方策 
を検討します。併せて、保険料水準の平準化に当たり、医療費適正化へのインセンティブを確保する 
ため、市町村の健康づくりへの取組の評価、促進策等も検討します。  
 

（２）データヘルスの推進 
 
   国保の保健事業については、各市町村が実施計画（以下「データヘルス計画」という。）を策定し、 

ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施及び評価等を行うこととされており、 
各市町村は、データヘルス計画を策定し、それに基づき保健事業を実施しています。 

    
 ア 現状        
   県と市町村の保健事業の取組状況は、以下のとおりです。   
 

〇県の取組状況  
事 業 名 実施状況 

 
鳥取県健診受診勧奨センターの運営 

 
Ｈ３０、Ｒ１、Ｒ２実施 

 
専門家の派遣等による市町村保健事業への支援事業 

 
Ｈ３０、Ｒ１、Ｒ２実施 

 
市町村のデータ分析支援事業 

 
Ｈ３０、Ｒ１、Ｒ２実施 

  
糖尿病性腎症保健指導に係る専門家派遣事業 

 
Ｒ１、Ｒ２実施 

 
県国保データヘルス計画策定事業 

 
Ｒ２実施 

 
県・市町村協働保健事業 

  
Ｒ２実施 

 
重複・多剤対策事業 

 
Ｒ２実施 

 
   〇市町村の取組状況  

取組内容 H30 Ｒ１ 取組内容 H30 Ｒ１ 

特定健診の実施 １９ １９ 健診データ等の分析 １１ １１ 

特定保健指導の実施 １８ １８ 健診結果データ等を活用した疾病

予防・重症化予防の保健指導 

１２ １２ 

特定健診の未受診者対策事業 １５ １８ 健康相談、健康教室等の開催 １３ １２ 

特定保健指導の未利用者対策事

業 

６ ７ 健康推進員等の育成 ７ ７ 

特定健診以外の健診の実施 １６ １６    
 

      出典：厚生労働省「予算関係資料」 
  
イ 県の取組 
 
 データヘルスを推進するため、次の取組を行います。  
〇 国保連合会と連携して、市町村のデータヘルス計画の策定・評価を支援する他、計画策定・ 
評価に必要なＫＤＢシステム（国保連合会が管理する国保データベースをいう。以下同じ。） 
等の有効活用を図り、併せて生活習慣病の発症予防や重症化予防の取組が充実するよう、市 
町村を助言すること。 

〇 市町村ごとの健康づくりを一層推進する仕組みづくりのため、国保の保健事業の指針とな 
る県データヘルス計画を策定し、市町村データヘルス計画と両輪となって、被保険者の健康 
を守るための目標達成に向けて、データヘルスを着実に推進すること。 

  〇 国交付金を活用し、市町村の保健事業を支援する県保健事業を実施すること。  

第６章 医療に要する費用の適正化の取組 
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   ウ 市町村の取組 
 

データヘルスを推進するため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支援制度評価指標を準用 
して、取組指標を設定し進捗管理を行います。  
〇 データヘルス計画に基づき、保健・福祉部門等関係部局、関係機関との連携を図りつつ健 
 康診査、保健指導、健康教育、健康相談、訪問指導等の保健事業を効果的かつ効率的に実施 
すること。 

〇 医療費等の分析に当たっては、診療諸率の経年的な傾向把握、他の保険者との医療費実態 
 の比較、疾病構造、重複・頻回受診者及び重複・多剤投与者の動向の把握・分析等により、 
医療費等の現状と問題点を的確に把握し、健康づくりの推進や医療費の適正化に必要な施策 
に反映すること。 

〇 データヘルス計画の評価を行うこと。  
【取組指標】 

・ データヘルス計画の実施状況 
 

（３）適正化に資する取組に対する財政支援等 
 
   健康寿命の延伸と医療費の適正化を目的として、国交付金等を活用し保健事業を推進します。 
 

   ア 現状     
 

市町村は、国交付金及び県交付金の活用状況は以下のとおりで有効に活用できていません。 
なお、県交付金は、現行の基準は、「事業費分」と「評価分」で配分していますが、余剰分が 

生じており、各区分の構成割合に応じて再配分しています。 
（余剰額 Ｒ１年度：３８ 百万円、Ｈ３０年度：４８ 百万円） 
 

     《国交付金の活用状況：令和２年度保険者努力支援交付金（事業費分）》 
 

事 業 名 活用市町村 交付見込額 未活用額 

国保ヘルスアップ事業（Ａ） 

※ 国上限額（６，０００千円） 

１３ ４４,７０８千円 ３７，９７５千円 

国保ヘルスアップ事業（Ｂ） 

※ 国上限額（１３，５００千円、９，０００千円） 

５ ３７,７５５千円 ２１，２４８千円 

 

       〇 国交付金活用状況の推移      

区分 H29 H30 R1 

市町村数 ７ １１ １７ 

総額 ２２,３５６千円 ３９,７１１千円 ５９,３５７千円 
  

《県交付金の活用状況》 
 

区 分 
交付状況 

（過去３年間平均（H29～R1）） 
助成対象 

 
事業費分 

 
１２８百万円 

 
① 国保ヘルスアップ事業の支援 
② 保険者協議会等と共同で実施する事業 
③ 医療費適正化の取組 
④ 保健事業に要した費用が多額 
⑤ 医療費通知の実施 
⑥ 地方単独事業実施による療養給付費等負担金の減額を受けた額  

 
評価分 

 
１２５百万円 

 
① レセプト点検の実施 
② 保険料（税）収納率の確保・向上 
③ 国民健康保険事業の進捗管理の実施   

  〇 評価部分の構成割合 

項目 評価部分の構成割合 

収納率 92 百万円、総額に占める割合   36％ 

レセ点検 26 百万円、総額に占める割合   10％ 

進捗管理の実施 7 百万円、総額に占める割合    2％ 
 
※ 表「市町村別国交付金（ヘルスアップ事業）及び県２号交付金活用状況」は、別冊で規定 

 

イ 県の取組 
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     〇 市町村の行う保健事業が適切かつ効果的に実施できるよう県保健事業を実施すること。 
〇 県交付金を活用し、国交付金助成対象外の市町村保健事業を支援すること。 
〇 保険者努力支援制度の事業費連動分（拡充分）について、医療費適正化へのインセンティ 
ブを確保するため、市町村の健康づくりの取組評価、促進策等に活用できないかを検討する 
こと。  

ウ 市町村の取組 
 

〇 国交付金（ヘルスアップ事業）を積極的に活用して保健事業を実施すること。 
〇 県交付金を活用し、国交付金助成対象外の保健事業を実施すること。 
 

（４）医療費適正化計画との関係 
 
   第３期鳥取県医療費適正化計画（対象期間：平成３０年度～令和５年度）の取組と可能な限り整合 

性を図ります。 
   県及び市町村は、特定健康診査及び特定保健指導の推進、糖尿病の重症化予防の取組、医薬品の適 

正使用の推進、後発医薬品の使用促進などの健康寿命の延伸と医療費の適正化対策を一層推進し併せ
て地域差の解消に努めます。 
 

２ 健康の保持増進の推進 
 
（１）特定健康診査及び特定保健指導 
 

特定健康診査及び特定保健指導は、メタボリックシンドロームに着目した「健診」によって生活習 
慣病のリスクを早期に発見し、その内容を踏まえて運動習慣や食生活、喫煙といった生活習慣を見直 
すための「特定保健指導」を行うことで内臓脂肪を減少させ、生活習慣病の予防・改善につなげるも 
のです。 

特定健康診査は、年１回市町村が実施するもので、対象となる被保険者は４０歳以上７５歳未満の
方です。生活習慣病の早期発見・早期治療と健康寿命延伸のため、県・市町村は実施率向上の取組を
推進しています。  
ア 現状 
 

国は、令和５年度で特定健診の実施率を６０％、特定保健指導の実施率を４５％を目標として 
おり、県内の状況は以下のとおりで達成が困難な状況にありますが、着実に受診率は向上してい 
ます。 

 

項  目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

特 

定 

健 

診 

実 

施 

率 

全 国 H27 36.3％ H30 － R1 － 

鳥取県 

最大市町村 

最小市町村 

地域差 

31.7％ 

（江府町） 49.3％ 

（倉吉市） 18.9％ 

2.61 倍 

33.4％ 

（日吉津村）50.6％ 

（倉吉市） 23.7％ 

2.14 倍 

 【速報値】   34.3％ 

 （日吉津村）55.7％ 

（境港市） 25.7％ 

2.17 倍 

特 

定 

保 

健 

指 

導 

実 

施 

率 

全 国 H27 25.1％ H30 － R1 － 

鳥取県 

最大市町村 

最小市町村 

地域差 

27.4％ 

（日吉津村）62.1％ 

（日南町）  7.7％ 

8.06 倍 

28.5％ 

（大山町） 68.7％ 

（日野町）  6.9％ 

9.96 倍 

【速報値】   29.9％ 

 （日吉津村）51.6％ 

（若桜町）  7.1％ 

7.27 倍 

 出典：国民健康保険中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況概況報告書」 

      特定健診・特定保健指導の令和元年度の速報値：特定健康診査・保健指導実績報告  
※ 表「特定健診・特定保健指導各市町村実施率」は別冊に規定 

 

イ 県の取組 
 
   特定健康診査及び特定保健指導の実施率向上のため、次の取組を行います。  

    〇 広報紙などの媒体を活用した普及啓発や国保連合会・県保険者協議会とも連携した広報活 
     動に取り組むこと。 

〇 実施率を高める全国的な好事例等を収集し、市町村に対して情報提供するを行うこと。 
〇 国保連合会と連携して、特定健康診査などの保健事業に携わる職員を対象に、必要なス 
 キルの習得を目指して研修を実施すること。 
〇 実施率向上のため、関係団体（健康対策推進協議会、医療関係団体、地域の商工団体、 
 農業団体等）と連携して取り組む体制を構築すること。 
〇 平成３０年度に設置した鳥取県健診受診勧奨センターの運営について、事業評価した上 
で、引き続き取り組みます。 
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ウ 市町村の取組 

   特定健康診査及び特定保健指導の実施率向上のため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支
援制度評価指標等を準用して、取組指標を設定し進捗管理を行います。  

〇 効果的な受診につなげるために、地域ごとの健診状況等を分析し、受診の必要性などわか 
 りやすく周知し、未受診者に対する個別勧奨を行う等の取組を進めること。 
〇 特定健診とがん検診の同時実施を推進すること。 
〇 ４０歳代の被保険者の受診率向上に取り組むこと。 

 

【取組指標】 

・ 特定健康診査及び特定保健指導の実施率 

・ メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率 
 

（２）糖尿病性腎症の重症化予防 
 

糖尿病は、はじめは自覚症状がなく、その状態を放置すると腎症、網膜症、神経障害といった合併 
症を発症することがあります。中でも腎症が悪化すると、生命を維持するため、生涯、人工透析が必 
要となり、本人や家族の生活に大きな影響（制約）をもたらす恐れがあります。 

また、人工透析には、多額の医療費を要することとなります。 
 

ア 現状 
   
  被保険者数の減少に伴い、糖尿病の患者数も減少していますが、糖尿病性腎症の患者数は増加 
傾向で、糖尿病患者に占める割合は増加しています。 
 なお、糖尿病性腎症重症化予防に取り組む市町村は平成２９年度８市町村だったのが、令和元 
年度は１５市町村に増加しています。 
 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：KDB 出力帳票 
 

※ 表「鳥取県における人工透析患者の推移」は別冊で規定 
 

     《市町村の取組状況》 
 

項 目 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ 

実施市町村数 ８ １２ １５ 

出典：厚生労働省「予算関係資料」 

イ 県の取組 
 

糖尿病性腎症の重症化予防のため、次の取組を行います。 
     〇 平成３０年１２月に策定した「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を推進するため、医 
      師会や糖尿病対策推進会議等の関係団体と連携するなど市町村の取組に対する協力体制を 

構築すること。 
     〇 関係課と連携して取組を推進するとともに、全国的な好事例を市町村に対して情報提供を 

する行うこと。   
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ウ 市町村の取組 
 

糖尿病性腎症の重症化予防のため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支援制度評価指標を 
準用して、取組指標を設定し進捗管理を行います。  
 〇 糖尿病性腎症重症化プログラムによる保健指導を実施すること。 

【取組指標】 

・ 糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況 
 
 

（３）その他の生活習慣病に係る重症化予防 

   糖尿病以外の生活習慣病の重症化予防についても、他の検診と連携しながら取り組む必要がありま 

す。 

ア 現状 
 
 

市町村においては、健康増進法に基づき、特定健診の対象とならない者の健康診査や一定年齢 
の住民を対象としてがん検診などの各種検診を実施しています。 
 その中でも、鳥取県のがん死亡率（７５歳未満年齢調整死亡率）は、年々減少傾向にあるもの 
の、全国平均と比較すると、過去１０年以上にわたり恒常的に高く（悪く）、平成２５年から 
２９年まで５年連続で全国ワースト３位となるほど、近年、全国の中でも特にがん死亡率の高い 
状況が続いており、早急かつ効果的にがん死亡率を減少させる取組がなされています。 
 なお、がん検診の県内市町村の受診率の状況は以下のとおりです。  
 
《がん検診の取組状況》  

項  目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

胃 
鳥取県 

最大市町村 

最小市町村 

地域差 

H27 27.0％ 

（南部町）  38.9％ 

（大山町）    9.9％ 

3.9 倍 

H30 27.3％ 

（若桜町）    40.5％ 

（日野町）   13.7％ 

3.0 倍 

R1 【見込】     28.2％ 

（南部町） 41.4％ 

（日野町）   13.5％ 

3.1 倍 

肺 
鳥取県 

最大市町村 

最小市町村 

地域差 

H27 28.9％ 

（八頭町）  45.7％ 

（日野町） 18.4％ 

2.5 倍 

H30 29.1％ 

（八頭町）   48.0％ 

（日野町）    17.8％ 

2.7 倍 

R1 【見込】     30.2％ 

（八頭町） 49.0％ 

（日野町） 18.8％ 

  2.6 倍 

大

腸 

鳥取県 

最大市町村 

最小市町村 

地域差 

H27 31.7％ 

（日吉津村）55.0％ 

（大山町）  19.2％ 

2.9 倍 

H30 30.1％ 

（日吉津村） 52.1％ 

（倉吉市）   20.0％ 

2.6 倍 

R1 【見込】    31.1％ 

（智頭町） 49.8％ 

（倉吉市） 20.6％ 

 2.4 倍 

子

宮

頚 

鳥取県 

最大市町村 

最小市町村 

地域差 

H27 24.1％ 

（日吉津村）41.4％ 

（倉吉市） 18.1％ 

2.3 倍 

H30 25.0％ 

（日吉津村） 43.2％ 

（倉吉市）   19.2％ 

2.3 倍 

R1 【見込】     25.5％ 

（日吉津村）45.6％ 

（倉吉市） 19.6％ 

2.3 倍 

乳 鳥取県 

最大市町村 

最小市町村 

地域差 

H27 17.5％ 

（南部町） 27.8％ 

（倉吉市） 12.4％ 

2.2 倍 

H30 16.5％ 

（南部町）   28.7％ 

（倉吉市）   11.1％ 

2.6 倍 

R1 【見込】     17.7％ 

（南部町） 29.4％ 

（倉吉市） 12.9％ 

  2.3 倍 

出典：健康対策課提供 

    ※ 上記の受診率は、健康対策協議会に報告している受診率を採用しており、国が公表しているものと異なる。 

※ 表「市町村別がん検診受診率」は別冊で規定 

 

 

イ 県の取組 
  

 
がん検診の実施率向上のため、次の取組を行います。  
〇 関係団体（健康対策推進協議会、医療関係団体等）と連携して実施率向上に取り組むこと。 
〇 地域の実情に応じた個別勧奨等の取組を行う市町村を支援すること。 

 

ウ 市町村の取組 
  

生活習慣病の重症化予防のため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支援制度評価指標を準 

※ 今回提示 

※ 今回提示 

※ 今回提示 
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用して、取組指標を設定し進捗管理を行います。  
〇 特定健診とがん検診の受診啓発や個別受診勧奨の同時実施、がん検診と特定健診の同時実 
施、全国健康保険協会鳥取支部（以下「協会けんぽ」という。）の被扶養者特定健診とがん 
検診の同時実施などによる受けやすい健（検）診の体制づくりを行い、がん検診受診率向上 
に取り組むこと。   

 

【取組指標】 

・ がん検診受診率 
 

（４）重複服薬・多剤投与対策の推進 
 

複数の医療機関から処方される医薬品について、服用する医薬品の組合せによっては、重篤な副作 
用が生じる可能性があります。特に、国においては６５歳以上の高齢者の薬物療法の適正化を図るた 
め平成３０年５月に「高齢者の医薬品適正使用の指針」が策定されました。 
 

ア 現状 
 

後期高齢者広域連合では、令和元年度から医薬品の適正使用を促すため、重複・多剤服用者（対 
象者：後期高齢者医療被保険者）の状況分析を行い、当該対象者に対し服薬情報をお知らせし、 
『かかりつけ薬剤師・薬局制度』などを利用して薬局・医療機関に相談する事業を実施しており、 
その成果は以下のとおりでした。 

   
《後期高齢者広域連合の実施状況 （令和元年度）》 

 
 

通知者数 
（累計） 

 
効果測定 
対象者数 

 
削 減 
効果額 

改善人数 

区分 種類数 
削減 

重複服薬 相互作用 
（禁忌） 

慎重投与 

3,514 人 3,237 人 532,640 円 改善数 742 人 320 人 34 人 260 人 

母数 3,237 人 593 人 44 人 2,642 人 

改善割合 22.9% 54.0% 77.3% 9.8% 
  

被保険者数：９２，８０４人（通知者数の割合：３．８％）  レセプト件数 １９２，２３８件 
 

（抽出条件） 年齢：７５歳以上  医薬品種類数：６種類以上  長期処方日数：１４日以上 
医療機関数：２以上 

（対象期間） 通知対象者抽出：平成３１年２月～令和元年５月診療分（４カ月分） 
               効果確認   ：令和元年９月～令和元年１２月診療分（４カ月分） 

（効果測定対象者数） 効果確認月の最終月にレセプトがあった者 
 

イ 県の取組 
 
重複投薬及び多剤投与対策を推進するため、次の取組を行います。  
〇 薬剤師会等の関係団体と協力して、被保険者に対して「お薬手帳」とその適切な活用及び 
「かかりつけ薬剤師・薬局」の普及啓発に取り組み、調剤を受ける薬局における服薬情報の 
一元的・継続的な把握により、多剤・重複投薬や相互作用の防止につながるよう推進するこ 
と。 

〇 県民を対象とする出前講座やイベントを通じて、「かかりつけ薬剤師・薬局」の意義、「お 
 薬手帳」の適切な活用方法について、引き続き普及啓発を実施すること。 
〇 健康の保持増進、医療費の適正化を図ることを目的として、医薬品の適正使用を促すため、 
重複・多剤服用者（対象者：国保被保険者）の状況分析を行った上で、当該者に服薬情報を 
お知らせし、『かかりつけ薬剤師・薬局制度』などを利用して薬局・医療機関に相談するこ 
とを促すこと。  

ウ 市町村の取組 
 

     重複服薬及び多剤投与の適正化を推進するため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支援制 
度評価指標を準用して、取組指標を設定し進捗管理を行います。 
 

〇 重複・多剤投与者の状況を把握し、必要に応じて訪問指導を実施すること。  
【取組指標】 

・ 重複・多剤投与者に対する取組 
 

（５）医療費通知の実施 
 

医療費通知は、被保険者に医療費の額、入院通院日数等をお知らせすることにより、自身の健康に
対する認識を深め、健康づくりを促進することを目的としています。 

ア 現状 
 
  県内全市町村は、以下のとおり医療費通知を実施しています。 
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項  目 運営方針記載の主な内容 直近年度の状況 

医療費通知の実施市町村数 H27 １９ H30 １９ R1 １９ 

出典：厚生労働省「予算関係等資料（国民健康保険保険者等の保健事業の状況に関する調べ）」 
 
イ 県の取組 

 
医療費通知の実施を推進するため、次の取組を行います。  
〇 医療費通知の趣旨を被保険者に周知すること。  

ウ 市町村の取組 
 

医療費通知の実施を行い、併せて、保険者努力支援制度評価指標を準用して、取組指標を設定
し進捗管理を行います。  
〇 医療費通知の趣旨を被保険者に周知すること。  

【取組指標】 

・ 医療費通知の取組の実施状況 

   

（６）広く被保険者に対して行う予防・健康づくりの取組 
 
   生活習慣病が中心となっている疾病構造の中で、被保険者一人ひとりが、「自らの健康は自らがつ 

くる」という意識を持ち、それぞれの年齢や健康状態等に応じて、具体的行動として一歩を踏み出す 
ことが重要となっており、そのためのインセンティブの取組は、本人の健康づくりへの「きっかけづ 
くり」と、それが習慣化するまでの「継続支援」として実施するものです。 
 

ア 現状 
   
（ア）県においては、県全体で健康意識の醸成や健康づくりに向けての行動変容を図るため、県 
  内に居住・通勤・通学する１８歳以上のすべての者を対象とした健康マイレージ事業を平成 

３０年度から実施しており、令和２年度は、事業の名称を「健康県民マイレージ事業」から 
「あるくと健康！うごくと元気！キャンペーン～とっとり健康ポイント事業～」に変更し、 
若年層や無関心層の参加を促進するため、アプリを導入して事業を展開しています。 

 

目標：参加者 3,000 人  
 

 

年度 

 

参加者 

左記の内訳 

国保被保険者 達成者 年齢層の状況（上位3位） 運動習慣あり 

人数 割合 人数 割合 40 代 50 代 60 代 人数 割合 

Ｈ３０ 1,437人 299 人 20.8％ 564 人 39.2％ 290 人 311 人 202 人 816 人 56.8％ 

Ｒ１ 1,295人 279 人 21.5％ 775 人 59.8％ 216 人 238 人 229 人 720 人 55.6％ 

出典：健康政策課提供 
 

（イ）県内市町村においても、次のとおり一般住民の自主的な予防・健康づくりを推進するため、 
令和２年度は、（ア）の他、９市町村が独自の取組として健康マイレージ事業を実施していま 
す。 

 

イ 県の取組 
   

広く被保険者に対して行う予防・健康づくりの取組を推進するため、次の取組を行います。 
 

〇 住民が健診、健康教室、スポーツ大会などの健康づくりに関する事業に参加したり、禁煙 
達成、メタボ解消など指定する要件を満たした場合にポイント等を付与し、一定のポイント 
に達した住民に特典を付与する事業（以下「健康マイレージ事業」という。）を実施するこ 
と。 

 

ウ 市町村の取組 
 

広く被保険者に対して行う予防・健康づくりを推進するため、次の取組を行い、併せて、保険 
者努力支援制度評価指標を準用して、取組指標を設定し進捗管理を行います。 
 
〇 イの県の取組の他、各市町村で健康マイレージ事業に取り組むこと。 
〇 市町村が実施する保健事業についてリーフレット等を用いて広く情報提供していること。 

※ 今回提示 

※ 今回提示 

※ 今回提示 
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〇 ４０歳未満の被保険者に対し、健康意識の向上及び特定健診等の実施率向上のための周 
知・啓発を行うこと。 
 

【取組指標】 

・ 個人へのインセンティブの提供の実施 

・ 個人への分かりやすい情報提供の実施 
 

（７）たばこ対策 
 

がんや循環器疾患等における生活習慣病の発症予防のためには、最大の危険因子の一つである喫煙 
による健康被害を回避することが重要です。たばこは、喫煙者のみならず、周囲にいる子どもを始め 
として非喫煙者にも受動喫煙という形で健康に悪影響を及ぼすことから、禁煙及び分煙に対する取組 
が必要となります。 
 

ア 現状 

 
健康増進法の一部を改正する法律が成⽴し、令和２年４月１日より全面施行されました。 
この法律により、事業者だけではなく国民にも、望まない受動喫煙を防止するための取組が定 

められました。 
また、国及び地方公共団体は、望まない受動喫煙が生じないよう、受動喫煙を防止するための 

措置を総合的かつ効果的に推進するよう努めることとされており、県においては以下の取組を行 
っています。 
 なお、市町村においては、講演会・相談会の開催、パネル展示、広報誌の活用などの普及啓発 
活動を中心とした取組が行われています。  
 《県の取組状況》  

事 業 名 概   要 助成状況 

鳥取県受動喫煙防止対策 

支援事業補助金 

喫煙可能であった小規模飲食店が完全禁煙化

する際の改装費を助成 （H30.12 月～） 

・H30年度  １件 １０万円 

・R1年度    ４件 ４０万円 

鳥取県卒煙支援推進事業 

補助金 

従業員の卒煙に率先して取り組む事業所に対

し、その取組の経費を助成 

(R1.11 月～)  

・R１年度  ２件 

   ３３,８２０円 

   
  イ 県の取組  
    たばこ対策の取組を推進するため、次の取組を行います。  

〇 喫煙による健康に及ぼす影響の知識の普及と理解の促進すること。 
〇 禁煙希望者に対する支援体制の充実すること。 
〇 未成年者や妊産婦の喫煙防止すること。 
〇 職場の受動喫煙の防止すること。 

 

ウ 市町村の取組 
 

たばこ対策の取組を推進するため、次の取組を行い、併せて、取組指標を設定し進捗管理を行い 
ます。 

 
 
 
〇 ヘルスアップ事業を活用して被保険者の禁煙支援に取り組むこと。   
【取組指標】 

・ 禁煙支援の実施 
 

（８）高齢期における口腔の健康づくり 
 
   高齢者については、特に要介護高齢者に関し、口腔機能の低下に伴い、摂食障がいによる低栄養や 

誤嚥性肺炎を起こす可能性が高く、口腔ケアの実施が重要な課題となっています。 
また、歯と口腔の健康については、生涯を通じて自分の歯で食べる楽しみを味わい、充実した食生 

活を送る上で重要な役割を果たしており、生涯にわたって自分の歯を２０本以上保つことをスローガ 
ンにした「８０２０運動」を展開しています。 

    

   ア 現状 

 
 

市町村は、以下のとおり歯周疾患検診を実施しており、平成２７年度は実施市町村が７市町村 

※ 今回提示 
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でしたが、令和元年度は１６市町村で実施され取り組む市町村が増加しています。 
また、後期高齢者医療広域連合においても、被保険者を対象として平成２８年度から後期高齢 

者の口腔機能低下や誤嚥性肺炎等の疾病を予防し、健康寿命の延伸を図るため、歯・歯肉、口腔 
清掃や口腔機能状態等をチェックする歯科健康診査事業を鳥取県歯科医師会に委託して以下の 
とおり実施しており、平成２９年度からは全市町村が取組を行っています。 
 併せて、集団歯科健康診査と口腔健康に関する啓発や健診結果のフォローアップ教室等を実施 
し、歯科健診結果を市町村の介護予防事業等に活用できる後期高齢者口腔機能向上支援モデル事 
業を行っています。 
 

《歯周疾患検診結果》    

項   目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

受診率 

 対象者数  

受診者数 

鳥取県 H27 3.1％ 

20,672 人 

637 人 

H30 3.7％ 

25,344人 

940 人 

R1 4.0％ 

28,052 人 

1,135 人 

市町村の状況 H27  H30  R1  

実施市町村数 

 うち、  最高市町村 

           

未実施市町村数 

 ７ 

（湯梨浜町）  

9.3％ 

１２ 

 １３ 

（湯梨浜町） 

11.4％ 

６ 

 １６ 

（智頭町） 

14.9％ 

３ 

検診結果の状況 （２０歯以上の歯有者の割合） 

鳥取県 

男性 

女性 

H27 96.1％ 

93.4％ 

97.1％ 

H30 92.7％ 

90.5％ 

93.6％ 

R1 93.0％ 

90.4％ 

94.1％ 

 出典：歯周病検診結果（健康政策課提供） 
 

《鳥取県後期高齢者医療歯科健診受診率推移》  

項   目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

受

診

率 

鳥取県 

 対象者数 

受診者数 

実施市町村数 

うち、最高市町村 

 

未実施市町村数 

H28 1.4％ 

71,516 人 

1,007 人 

１７ 

（伯耆町）     

7.0％ 

２ 

H30 1.3％ 

74,237人 

970 人 

１９ 

（伯耆町）  

9.7％ 

０ 

R1 1.4％ 

79,082人 

1,119 人 

１９ 

（伯耆町） 

8.5％ 

０ 

健診結果の状況 （２０歯以上の歯有者の割合） 

鳥取県 

男性 

女性 

H28 49.4% 

50.7% 

49.4% 

H30 47.4% 

49.3% 

46.3% 

R1 53.9% 

57.1% 

51.9% 

 出典：鳥取県後期高齢者広域連合提供 
 

     ※ 受診率 ＝ 受診者数 ／受診対象者数 
⇒ 受診対象者＝ 被保険者数－長期入院者数－透析患者数－介護保険認定数要介護３以上 

イ 県の取組 
 

高齢期における口腔の健康づくりを推進するため、次の取組を行います。 

 

 
  
〇 歯科医師会等の関係団体と連携して受診率向上に取り組むこと。 
〇 地域の実情に応じた歯周病の早期発見のため、定期的な歯科健診（検診）受診のための取 
 組を行うよう市町村を支援すること。 
〇 後期の歯科健康診査事業につなげるための取組を推進すること。  

ウ 市町村の取組 
 

高齢期における口腔の健康づくりを推進するため、次の取組を行い、併せて、保険者努力支 
援制度評価指標を準用して、取組指標を設定し進捗管理を行います。 
 

※ 今回提示 
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〇 歯周疾患（病）検診の受診率向上のための取組を行うこと。 
〇 後期の歯科健康診査事業につなげるための取組を行うこと。   

【取組指標】 
    ・ 歯科健診の実施 

・ 歯周疾患（病）検診の受診率向上 
 

（９）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 
 
   高齢者の虚弱（フレイル）とは、加齢とともに心身の活力が低下し、複数の慢性疾患併存の影響も 

あり、生活機能が低下し、心身の脆弱化が出現した状態です。多くの高齢者がこの中間的な段階（フ 
レイル）を経て、要介護状態に陥るとされ、社会的な孤立、低栄養などからくる身体的機能低下、意 
欲・判断力の低下などの精神的な影響などの多面性があることが指摘されています。 
 

ア 現状   
 

令和元年５月の健康保険法等改正により、市町村が７５歳以上の高齢者に対する保健事業を介 
護保険の地域支援事業等と一体的に実施することができるよう、国、広域連合、市町村の役割等 
について定めるとともに、市町村等において、各高齢者の医療・健診・介護情報等を一括して把 
握できるよう規定の整備等が行われました。 

  後期高齢者広域連合においては、広域計画を定め、市町村に一体的実施等の保健事業を委託し 

てこの事業を行っていますが、その実施状況は以下のとおりです。 
 

   《各市町村の取組状況》 

年度 実施市町村数 人員配置 事業内容 

R2 ７ 各市町村 

企画調整： １名 

地域担当： ２名～１１名 

・低栄養防止、重症化予防（糖尿病性腎症）などの

個別支援の実施 

・一般介護予防事業の「通いの場」を活用したフレ

イルリスク把握、保健指導の実施 

出典：鳥取県後期高齢者広域連合提供 
 
 

イ 県の取組 
 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を推進するため、次の取組を行います。 
 
〇 市町村の行う医療費・健診に係る分析状況を把握するとともに、国保連合会と連携して、 
ＫＤＢシステムを用いてそれらのデータを分析し、県全体及び県域での傾向を捉え、市町村 
に適切な保健事業、保健指導等の推進について助言すること。 

〇 県と国保連合会が連携し、高齢者保健事業に係る調査研究や実施状況の分析を行い、後期 
高齢者の地域ごとの医療費分析等を重ねることで、国保保健事業が高齢者保健事業と一体的 
に実施され、効果的なものとなるように援助に取り組むこと。 
 

ウ 市町村の取組 
 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施推進するため、次の取組を行い、併せて、保険 
者努力支援制度評価指標を準用して、取組指標を設定し進捗管理を行います。 

 
〇 ＫＤＢシステム等を活用してハイリスク群・予備群等を抽出し、国保部局として当該タ 
 ーゲット層に対する支援を実施すること。 
〇 国保のデータに加え、後期高齢者医療及び介護保険のデータについても、ＫＤＢシステ 
 ム等を活用した分析を総合的に実施国保の保健事業について専門職を活用し、後期高齢者 
医療制度の保健事業と介護保険の地域支援事業と一体的に実施すること。  

【取組指標】 
       ・国保の視点からの後期高齢者医療制度の保健事業と介護保険の地域支援事業の一体的実 
      施 
 

３ 適切な医療の効率的な提供の推進 
 

（１）適正受診の推進 
 

疾病の重症化予防のためには適切な受診が必要ですが、緊急性のない患者が夜間や休日に救急外 
来を受診することが社会問題化されています。医療機関の救急外来でこうした受診が増加すること 

※ 今回提示 
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により、真に緊急性の高い患者が必要な治療を受けられにくくなったり、医療従事者の負担増にも 
つながります。   

ア 現状 
    

県では、「とっとり子ども救急ダイヤル」と「とっとりおとな救急ダイヤル」を設置し、以下 
のとおり適正受診の取組を推進しています。   

項 目 とっとり子ども救急ダイヤル とっとりおとな救急ダイヤル 
 

入電 
件数 

H30 6,352 件 701 件（H30.9～） 

R1 7,141 件 1,208 件 
 

対応 
内容 

H30 １１９番通報：34 件（0.5％） 

１１９番通報以外（いますぐ受診勧奨）： 

1,942 件（30.6％） 

１１９番通報以外（受診勧奨）：600 件（9.4％） 

その他：4,565 件（59.5％） 

１１９番通報：70 件（10.0％） 

１１９番通報以外（いますぐ受診勧奨）： 

102 件（14.6％） 

１１９番通報以外（受診勧奨）：228 件（32.5％） 

その他：301 件（42.9％） 

R1 １１９番通報：45 件（0.6％） 

１１９番通報以外（いますぐ受診勧奨）： 

1,707 件（23.9％） 

１１９番通報以外（受診勧奨）：908 件（12.7％） 

その他：4,481 件（62.8％） 

１１９番通報：127 件（10.5％） 

１１９番通報以外（いますぐ受診勧奨）： 

243 件（20.1％） 

１１９番通報以外（受診勧奨）：392 件（32.5％） 

その他：446 件（36.9％） 
 

出典：医療政策課提供 
 

イ 県の取組 
 

適正受診を推進するため、次の取組を行います。  
〇 様々な機会を利用して、症状の緊急性に応じた適正な受診となるよう理解を求める普及活 
 動に取り組むこと。 
〇 「とっとり子ども救急ダイヤル」を運営設置して、夜間の子どもの急な病気・ケガなどの 
際、症状に応じた対処方法の助言や医療機関を案内し、保護者の安心の確保を図るととも 
に、救急医療機関への過度の患者集中の緩和を図ること。 

〇 「とっとりおとな救急ダイヤル」を運営して、概ね１５歳以上の方の休日、夜間の急な 
 病気、けが等について、受診の必要性や対処法について相談できるようにすること。 
〇 かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師・薬局の普及促進を図ること。  

ウ 市町村の取組 
適正受診を推進するため、次の取組を行い、併せて、取組指標を設定し進捗管理を行います。  
〇 被保険者に交付する広報誌などの媒体等を活用し、適正受診を啓発すること。  
【取組指標】 

・ 適正受診の普及啓発 
 

（２）後発医薬品の普及促進 
 

後発医薬品は、先発医薬品と同じ有効成分を含む安価な処方薬です。後発医薬品を普及させること 
は、患者負担の軽減や医療保険財政の改善に資するもので、医療関係者、市町村等と連携しながら普 
及促進に取り組みます。   

ア 現状 
 

県内全市町村は、後発医薬品の使用割合を高める取組として差額通知を実施しています。 
また、医師会等の医療関係者とも連携して使用割合を高める取組を行い、本県の使用割合は以 

下のとおりで、全国で８位と高い状況にあります。 
 なお、国は、令和２年度に８０％の使用割合とすることを目標としています。 

          

  項  目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

後発医薬品

（ジェネリ

ック医薬品） 

使用 

割合 
全国 H27 63.1％ H30 77.7％ R1 80.4 ％ 

鳥取県 65.8％ 80.9％ 

（９位） 

83.4 ％ 

（８位） 

差額通知実施 

市町村数 

H27 １８ H30 １９ R1 １９ 

出典：厚生労働省「調剤医療費の動向」 
 

イ 県の取組 
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後発医薬品の普及促進のため、次の取組を行います。  
〇 各市町村の後発医薬品の使用割合を把握すること。 
〇 後発医薬品の使用促進について、医師会等の関係団体から理解が得られるよう緊密に連携 
 して取り組むとともに、薬局で後発医薬品を促進するため薬剤師会に協力を要請すること。 
〇 県民を対象とした出前講座等を通じて、後発医薬品の正しい理解と使用促進を図ること。  

ウ 市町村の取組 
 

後発医薬品の普及促進のため次の取組を行い、併せて、保険者努力支援制度評価指標を準用し
て、取組指標を設定し進捗管理を行います。  

     〇 後発医薬品希望カード等の配布及び後発医薬品を使用した場合の医療費の額の通知（差額 
      通知）等、後発医薬品の積極的な活用を促進すること。  

【取組指標】 
・ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況 

 

（３）重複受診や頻回受診等に係る適正受診の指導 
 

（１）の適正受診の推進を踏まえ、対象となる被保険者に保健指導を実施するものです。 
 

ア 現状 
 
  市町村は重複受診や頻回受診対象者を設定し、以下のとおり保健指導を実施しています。  

項   目 
第１期運営方針 

の基準年度 
直近年度の状況 

適正受診 

の指導 

重複・頻回受診者 

訪問指導実施市町村数 
H27 １０ H30 ８ R1 ９ 

出典：厚生労働省「予算関係等資料（国民健康保険保険者等の保健事業の状況に関する調べ）」 
 

イ 県の取組  
重複受診や頻回受診等に係る適正受診促進のため、次の取組を行います。 
 
〇 先進的な事例の収集と情報提供を行うこと。  

ウ 市町村の取組 
 

重複受診や頻回受診等に係る適正受診促進のため次の取組を行い、併せて、取組指標を設定
し進捗管理を行います。  
 〇 市町村は、レセプト等からの対象者の抽出と重複受診者や頻回受診者に対する適正受診 

に向けた意識啓発に努めること。その際は、被保険者にとって受診抑制とならないように 
留意すること。 

〇 特定健康診査の結果（過去のものを含む。）やレセプト情報等を活用して、受診者の生活 
  や就労状況・生活習慣等を把握し、心身の特性の変化、ライフステージ等に応じた訪問指

導を行うこと。  
【取組指標】 

・ 保健指導の実施 
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１ 推進方針  
    市町村が担う国保事務の種類や性質によっては、当該市町村が単独で行うのではなく、より標準化・ 

共同化して県内で国保事務の統一的な運用を行うことで、市町村の事務処理の効率化につながり、事 
務量の削減や経費削減が図られるものがあります。 

   また、被保険者にとっても市町村間の異動などの際、混乱が生じにくくなる効果等を踏まえ、必要
な国保事務の標準化等を推進します。 

実施時期等の優先順位を勘案し、効果が期待できる次の 11 項目を検討の対象として、市町村･国 
保連合会と連携しながら、標準化等を目指して検討し、調整が終了した項目から、順次実施に移すこ 
ととします。 

この 11 項目以外の国保事務についても、新たに標準化に取り組むべき事情が発生した場合は、そ 
の都度必要な国保事務の標準化等を検討することとします。 

 

２ 第１期運営方針での合意事項等  
    第１期運営方針においては、優先的に標準化を検討する項目を定め協議した結果、別紙２のとおり事 

務の標準化を進めました。 
 

３ 第２期運営方針で検討する項目  
（１）第１期運営方針において優先的に標準化を検討する項目のうち以下の項目については、統一に至り

ませんでした。 
   各項目の検討に当たっては、費用対効果を考慮し、市町村事務の効率化に資するものを優先的に検 

討していきます。 
 

統一ができていない項目 対応方針 
 
各種様式の統一 

 
市町村において、自治体クラウド（全市町村でのシステム統一
化）の検討がなされており、その動向を見守りながら、国保の
システム化を検討。  

 
保険料（税）の減免取扱基準の統一 

 
市町村の他の税目との関係があり、引き続き検討。 
 

 
一部負担金の減免取扱基準の統一 

 
統一時期（令和４年度を目標）を定めて検討。 

 
・高額療養費に係る各現金給付の給付
判断等の統一（勧奨通知の取扱い） 
・高齢世帯の支給申請の簡略化 
 

 
引き続き、検討。 
 

 
【自治体クラウド】  
・全市町村による業務標準化を図った上で、「全市町村による令和８年度構築」を目指すとしていたが、現在国の 
動向を見守っている。 
・当初の予定では、令和元年度、２年度は各圏域で検討し、令和３年度は県全体で検討の上、令和４年度に共同 
調達することとし、令和６年度から五月雨方式で順次参加しながら、令和８年度に同一システムへ全市町村が移 
行を完了する目標としていた。 
・自治体クラウド部会は、市町村の意向が尊重される。  

（２）事業実施の方法の考え方 
 
   県データヘルス計画で保健事業の実施方法を次の区分で検討していきます。 

      
実施方法の区分：市町村単独実施、圏域実施、県実施、委託実施 

 

 

第７章 市町村が担う事務の効率化の推進 
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１ 保健医療サービス及び福祉サービス等との連携  
 （１）今後、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしく尊厳を持った暮らしを人生の最後まで 
   続けられるように、「住まい・医療・介護・予防・生活支援」が切れ目なく一体的に提供される地 

域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築が求められています。 
そのためには、県は広域的な立場から、医療保険以外の保健・医療サービスや福祉サービス等と 

   の連携を図り、医療・保健・介護・福祉分野等全般を配慮した施策を推進していますする必要があ 
ります。  

（２）また、令和元年５月の健康保険法等改正により、市町村が７５歳以上の高齢者に対する保健事業 
と介護保険の地域支援事業等と一体的に実施できるよう、国、後期高齢者広域連合及び市町村の 
役割等について定めるとともに、市町村等において、各高齢者の医療・健診・介護情報等を一括 
して把握できるための規定の整備等が行われました。 
高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するため、後期高齢者の保健事業と 

後期高齢者医療広域連合と市町村の連携内容を明示し、市町村において、介護保険の地域支援事業 
や国民健康保険の保健事業と一体的に実施することとしています。 
７５歳になり、後期高齢者医療制度に被保険者が加入した際に、後期高齢者の保健事業が円滑に 

実施されるようシームレスな体制を構築する必要があります。  
（３）その中で、県・市町村の国保部門の役割として、次の取組を進めます。  

   ア 県の取組＜県＞  
○ 国保連合会が管理する国保データベース（ＫＤＢシステム）について、医療・介護・健診デ 

ータを基にした医療費分析等を可能とする機能がありますが、国保連合会と連携して市町村の 
保健事業への活用を推進することします。 

○ また、県内外における医療と保健サービスや福祉サービス等との連携の先進的な好事例を市 
町村等へ紹介することします。 

   ○ 後期高齢者広域連合と連携して、市町村が行う後期高齢者の保健事業と介護保険の地域支援 
    事業等と一体的に実施できるよう支援すること。 

○ 協会けんぽと締結している包括協定を活用した健康づくりを推進すること。  
 《連携・協力事項》 
  ① 働き盛り世代の特定健診及びがん検診の受診促進 

② 働き盛り世代の生活習慣病の早期発見・早期治療及び重症化予防の取組 
③ 県が取り組む健康づくり事業への連携・協力 
④ その他働き盛り世代の健康づくりの実践   

○ 市町村が他の保険者等（国民健康保険組合、被用者保険の保険者及び後期高齢者医療広域連 
合を含む。）と共同して行う事業に対する県交付金による助成を引き続き行うこと。  

（２）市町村の取組＜市町村＞ 
  ○ 地域包括ケアシステム構築について関係者で構成するネットワークに参画して、その一翼 
   を担うこといます。 
  ○ 介護部門と連携した介護予防や健康教室等を開催することします。 
  ○ 個別の被保険者について、ケア会議等を通じた医療・介護・保健・福祉サービスを連携し 

て実施するための必要なデータ等の情報共有の仕組みづくりを推進することします。 
○ 協会けんぽと締結している包括協定を活用した健康づくりを推進すること。  

《連携・協力事項》 
① 特定健康診査やがん検診の受診促進の取組に関すること。 
② 生活習慣病患者（予備群を含む。）などの早期治療の勧奨に関すること。 
③ 医療費、特定健康診査などの結果分析を共有することによる健康課題の解明とその対策 
に関すること。 

④ その他、広報連携、各種施策連携等、協定の目的を達成するために必要な事項に関する 
こと。 

 

２ 生活困窮自立支援制度との連携 
 
（１）生活困窮者自立支援法の施行に伴い、平成２７年４月１日から生活にお困りの方や不安を抱えて 
  いる方に対して、一人ひとりに合わせた支援を行う「生活困窮者自立支援制度」が始まり、各地域 

における相談拠点として、県内すべての市町村に相談窓口が設置されています 
生活困窮者自立支援制度においては、自立相談支援事業を中核に、任意事業の活用や他制度との 

連携により、本人の状態像に応じたきめ細かい支援を実施することや、地域資源の開発に当たって 
も、他制度のネットワークや他機関と連携することが重要とされています。  

第８章 保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策との連携 《今回提示》 
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（２）国保部門の役割として、次の取組を進めます。   
  市町村国保の取組  
  ・納付相談に訪れる者を他の機関につなぐこと。 

・所得の低い世帯への配慮措置の周知や申請援助を行うこと 
・保険料（税）滞納者への連携した対応を行うこと。 

 

３２ 他の各種計画との整合性  
 県は、上記医療・保健・福祉施策を推進するに当たって、第１章の６に掲載する県が策定する各種 
計画と可能な限り整合性を図りながら、実施することとします。 
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１ 市町村との連携 
 本県における国民健康保険の安定的かつ円滑な運営を図るため、市町村の意見を聴取しながら、必 
要な調整、協議を行うために国保連携会議を引き続き設置し、においてさらなる課題の検討を行いま 
す。 

  また、引き続き作業部会においてを設置し、上記課題の検討を行います。 
 

２ 鳥取県国保連合会との連携 
 市町村の事務処理に係る共同事業や、国保被保険者の健康増進を目的とした保健事業等について、 
保険者の共同体として保険者支援の一層の向上を目指す国保連合会との連携を図った上で、実施しま 
す。 

    また、国保連携会議の構成員として、引き続き市町村国保と一緒に、国保制度の安定かつ円滑な運 
営を図るため、課題解消に向けた検討を行います。 

  県も、平成 30年度から国保の保険者となり、国保連合会に加入することとなることから、一層の 
連携を図ります。 
 

 

３ 国保運営方針の見直し 
 

 国保運営方針は３年ごとに検証を行い、その内容を見直し、その結果を次期の国保運営方針に反
映することとします。 
 その検証･見直しの手順については、国保運営方針の策定時と同様に、国保連携会議等での協議
を経た上で、その合意事項につき県国保運営協議会に諮り、見直しすることとします。 

  なお、対象期間の中途で見直しが必要となった場合も、同様の手順を得た上で国保運営方針の見
直しを行います。 
 

  【具体的な見直しの手順】 
 
①国保連携会議の開催 
  （国保運営方針の記載内容の検証、見直し内容等の具体的な協議） 
      ↓ 
②県による国保運営方針の見直し案の作成 
      ↓ 
③関係機関への意見聴取 
   

・市町村へ意見聴取（法第 82条の２第６項） 
   ・議会への報告･意見聴取 
   ・パブリックコメントの実施 
      ↓ 
④国保運営協議会で審議、諮問･答申 
      ↓ 
⑤知事による見直し後の国保運営方針の決定 
      ↓ 
⑥見直し後の国保運営方針の公表（法第 82 条の２第７項） 
      ↓ 
⑦事務の実施状況の検証、国保運営方針の再見直し 
  （再見直しの手順は、上記①～⑥と同様） 

 

 
４ 見直しに係る各種計画との整合性 
 

 県は、国保運営方針の見直しに当たって、第１章６に掲載する県が策定する各種計画と可能な限り 
整合性を図ることとします。 

第９章 市町村相互間の連絡調整等         《今回提示》 

第１章へ移動 

第１章へ移動 

章の名称変更： （第１期） 国民健康保険の健全な運営 


